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2019年度 文部科学関係予算（案）のポイント

「人生１００年時代」や「Society 5.0」の到来を見据えながら、日本を誰にで

もチャンスがあふれる国へと変えていくため、教育再生、科学技術イノベーション、ス

ポーツ・文化の振興により、「人づくり革命」を断行し、「生産性革命」を実現する。

文教関係予算（案）のポイント4兆2,348億円（2,093億円増）
※「臨時・特別の措置」として1,974億円を計上

 新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための指導
運営体制を構築し、「チームとしての学校」を実現

 義務教育費国庫負担金（教職員定数の改善増:1,456人）
1兆5,200億円（△27億円 ）

 専門スタッフ・外部人材の拡充 135億円（ 15億円増）

 大学等の基盤的経費を充実しつつ、アウトカム指標も含めた客観的指標を
活用したメリハリある配分により教育研究の質の向上を促進するとともに、高
専の高度化・国際化を推進

 国立大学改革の推進 1兆1,016億円（ 5億円増）
 私立大学等の改革の推進（経常費補助） 4,190億円（ 15億円増）
 国立高等専門学校の高度化・国際化 626億円（ 1億円増）

 児童生徒等の安全と健康を守るため、学校施設の耐震化や、非構造部
材の耐震対策、教育研究環境の整備等を推進

 公立学校施設整備 1,608億円（ 926億円増）
【2018年度第1次補正予算額 :985億円】
【2018年度第2次補正予算額案:372億円】

 国立大学等施設整備 1,155億円（ 779億円増）
【2018年度第1次補正予算額 : 36億円】
【2018年度第2次補正予算額案:108億円】

 私立学校施設整備 195億円（ 93億円増）
【2018年度第1次補正予算額 : 26億円】
【2018年度第2次補正予算額案:108億円】

 認定こども園施設整備 34億円（ 12億円増）
【2018年度第1次補正予算額 :  1億円】
【2018年度第2次補正予算額案:107億円】

 地域と学校の連携・協働を推進し地域力を強化するとともに、地域全
体で学校安全等を推進

 地域と学校の連携協働の推進及び学校安全等の推進 72億円（ 2億円増）

 英語教育やプログラミング教育、道徳教育など、新しい時代に求められ
る資質・能力を育成するための支援を充実

 情報教育の充実 7億円（ 0.2億円増）
 道徳教育の抜本的改善・充実 42億円（ 7億円増）

 スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置拡充やSNS等を
活用した相談への支援など、いじめ・不登校対応等を推進

 ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置拡充 65億円（ 4億円増）
 SNS等を活用した相談事業 2億円（ 1.6億円増）

 変化の激しい時代において、子供たちが新たな価値を創造する力を育
成するため、高大接続改革を推進

 「大学入学共通テスト」準備事業 21億円（ 7億円増）

教育政策推進のための基盤の整備

夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

 グローバル社会における児童生徒の教育機会を確保・充実
 在外教育施設の教育機能の強化 176億円（ △3億円 ）
 アジア高校生架け橋プロジェクト 4億円（ 2億円増）

 卓越した博士人材を養成するためのプログラムを拡充
 卓越大学院プログラム 74億円（ 18億円増）

社会の持続的な発展をけん引するための多様な力の育成

前 年 度
予 算 額

2 0 1 9 年 度
予 算 額 （案）

比 較 増
△ 減 額

比 較 増
△ 減 率

文 部 科 学
関 係 予 算 5兆2,938億円 5兆5,287億円 2,349億円 4.4%増

※１ 幼児教育無償化等に伴う予算組替後の数字 ※２ 「臨時・特別の措置」として2,084億円を計上

※１ ※２
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 魅力ある文化資源コンテンツの創出・展開や、文化資源を活用した観光イン
バウンドのための拠点形成など、文化資源の”磨き上げ”による好循環の創出

 「日本博」を契機とした文化資源による観光ｲﾝﾊ゙ ｳﾝﾄ゙ の拡充 35億円（ 新 規 ）
 Living History(生きた歴史体感ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ)事業 35億円（ 新 規 ）
 文化財多言語解説整備事業 10億円（ 5億円増）

 文化芸術立国の実現に向けて、文化芸術創造活動への効果的な支
援や、新たな時代に対応した文化芸術人材の育成等を推進

 舞台芸術創造活動活性化事業 33億円（前 年 同）
 日本映画の創造・振興プラン 12億円（ 1億円増）
 文化芸術による創造性豊かな子供の育成 66億円（ 0.4億円増）

 適切な周期による修理や防犯・防災対策、文化財を支える技の伝承基
盤強化、日本遺産など地域の文化財の総合的な活用に資する取組を推
進し、文化財を確実に次世代へ継承

 適切な修理周期等による文化財の継承の推進 238億円（ 5億円増）
 文化財を支える伝統の技伝承基盤強化プラン 6億円（ 1億円増）

スポーツ関係予算（案）のポイント 350億円（ 10億円増）

 幼児教育無償化、高校生等への修学支援、大学等奨学金事業の充
実など、各教育段階の負担軽減により学びのセーフティネットを構築

 幼児教育無償化の実施 701億円（ 418億円増）
 高校生等への修学支援 3,873億円（ 32億円増）
 大学等奨学金事業の充実 1,272億円（ 111億円増）

 外国人受入れ拡大に対応した日本語教育・外国人児童生徒等への教育を充実
 生活者としての外国人に対する日本語教育の充実 8億円（ 6億円増）
 外国人児童生徒等への教育の充実 5億円（ 3億円増）

誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットの構築

 公正に個別最適化された学びの実現や、文理分断からの脱却など、
Society 5.0に向けた人材を育成

 新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業 3億円（ 新 規 ）
 WWL(ﾜー ﾙﾄ゙ ･ﾜｲﾄ゙ ･ﾗー ﾆﾝｸ゙ )コンソーシアム構築支援事業 1億円（ 新 規 ）
 地域との協働による高等学校教育改革推進事業 3億円（ 新 規 ）
 Society 5.0に対応した高度技術人材育成事業 13億円（ 2億円増）
 大学の数理及びデータサイエンス教育に係る教育強化 9億円（ 3億円増）

Society 5.0に向けた人材育成

2019年度 文部科学関係予算（案）のポイント

ジャパンパラ陸上競技大会
（出典：エックスワン）

子供の文化芸術体験の様子

 人生１００年時代を見据えて、リカレント教育等社会人が学び直す機会を拡充
 リカレント教育等社会人の学び直しの総合的な充実 93億円（ 5億円増）

 就学前から卒業後まで、特別支援教育の生涯学習化を推進
 学校卒業後における障害者の学びの支援 1億円（前 年 同）
 切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実 26億円（ 2億円増）

生涯学び、活躍できる環境の整備

 競技力向上事業の充実や、ナショナルトレーニングセンターの拡充整備
など、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会、2019年ラグ
ビーW杯等に向けた準備の推進

 競技力向上事業 100億円（ 4億円増）
 ナショナルトレーニングセンターの拡充整備 25億円（△11億円 ）

【2018年度第2次補正予算額案:60億円】
 スポーツ・フォー・トゥモロー等推進プログラム 12億円（前 年 同）
 アンチ・ド―ピング体制の整備・強化 3億円（ 0.1億円増）

 大学スポーツの振興や、スポーツの成長産業化、障害者スポーツの振興、スポー
ツ・インテグリティの体制整備など、スポーツ施策を総合的に推進

 大学スポーツの振興（UNIVASの支援等） 1.6億円（ 0.1億円増）
 スポーツ産業の成長促進事業 2億円（ 0.2億円増）
 障害者スポーツ推進プロジェクト 0.6億円（ 0.1億円増）
 スポーツ・インテグリティの体制整備 0.4億円（ 0.1億円増）

文化芸術関係予算（案）のポイント 1,167億円（ 85億円増）
※国際観光旅客税財源を充当する事業を含む 【2018年度第2次補正予算額案:60億円】
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科学技術予算（案）のポイント 9,861億円（235億円増）
※エネルギー対策特別会計への繰入額1,087億円（6億円増）を含む
※「臨時・特別の措置」として110億円を計上 【2018年度第2次補正予算額案：1,501億円】

 Society 5.0時代の核となる、革新的な人工知能・ﾋ゙ ｯｸ゙ ﾃ゙ ﾀー・IoT、ナノテク・材
料、光・量子技術など、未来社会の実現に向けた先端研究を強化

 AIP:人工知能/ﾋ゙ ｯｸ゙ ﾃ゙ ﾀー/IoT/ｻｲﾊ゙ ｾーｷｭﾘﾃｨ統合ﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ 85億円（△0.3億円 ）
 革新的材料開発力強化プログラム（M-cube） 47億円（ 28億円増）
 材料の社会実装に向けたﾌﾟﾛｾｽｻｲｴﾝｽ構築事業 3億円（ 新 規 ）
 光・量子飛躍ﾌﾗｯｸﾞｼｯﾌﾟﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（Q-LEAP） 22億円（前 年 同）

 Society 5.0を支える世界最高水準の大型研究施設の整備・利活
用を図る。特に、ポスト「京」、次世代放射光施設を本格的に推進

 ポスト「京」の開発 99億円（ 43億円増）
【2018年度第2次補正予算額案:209億円】

 官民地域ﾊ゚ ﾄーﾅー ｼｯﾌ゚ による次世代放射光施設の推進 13億円（ 11億円増）

 共創の場の構築によるオープンイノベーションの推進と地域イノベーショ
ンの促進を図るとともに、ハイリスク・ハイインパクトな研究開発を推進

 ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進ｼｽﾃﾑの整備(大学) 25億円（ 7億円増）
 地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｴｺｼｽﾃﾑ形成プログラム 36億円（ 5億円増）
 ハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進 81億円（ 26億円増）

・未来社会創造事業 65億円（ 10億円増）
・ムーンショット型研究開発制度の創設 16億円（ 新 規 ）

【2018年度第2次補正予算額案:800億円】

 研究力向上加速プランとして、研究生産性の高い事業等について若手
研究者を中心としたリソースの重点投下や、新興・融合領域の開拓、
若手研究者が海外で研さんを積み挑戦するための支援等を実施

 科学研究費助成事業（科研費） 2,372億円（ 86億円増）
【2018年度第2次補正予算額案: 50億円】

 戦略的創造研究推進事業（新技術ｼｰｽﾞ創出） 424億円（△10億円 ）
 海外特別研究員事業 23億円（ 2億円増）
 国際競争力強化研究員事業 1億円（ 新 規 ）

 科学技術イノベーション人材の育成・確保等を推進
 卓越研究員事業 18億円（ 0.9億円増）
 世界で活躍できる研究者戦略育成事業 2.4億円（ 新 規 ）
 科学技術イノベーションを担う女性の活躍促進 20億円（ 0.2億円増）

 iPS細胞等による世界最先端医療の実現などの健康・医療分野の研究
開発を推進

 再生医療実現拠点ネットワークプログラム 91億円（ 0.7億円増）
 脳科学研究戦略推進プログラム等 67億円（ 7億円増）
 先端的バイオ創薬等基盤技術開発事業 13億円（ 新 規 ）

 防災・減災分野の研究開発を推進。特に、南海トラフにおける新たな
地震・津波観測網の構築を推進

 南海トラフの新たな地震・津波観測網の構築 16億円（ 新 規 ）
【2018年度第2次補正予算額案: 16億円】

 基礎的・基盤的な防災科学技術の研究開発 92億円（ 20億円増）
【2018年度第2次補正予算額案:  4億円】

 ｸﾘｰﾝで経済的なｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑの実現に向けた研究開発を推進
 省ｴﾈﾙｷﾞー 社会の実現に資する次世代半導体研究開発 16億円（ 1億円増）
 ITER（国際熱核融合実験炉）計画等の実施 218億円（ △1億円 ）

【2018年度第2次補正予算額案:  4億円】

 H3ロケット・宇宙科学等の宇宙・航空分野の 1,560億円（15億円増）

研究開発を推進 【2018年度第2次補正予算額案:291億円】

 H3ロケットや次世代人工衛星の開発 295億円（ 23億円増）
 宇宙科学等のフロンティアの開拓 473億円（ 51億円増）
 次世代航空科学技術の研究開発 37億円（ 4億円増）

 海洋・極域分野の研究開発を推進 378億円（ 4億円増）
【2018年度第2次補正予算額案:  33億円】

 地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発 31億円（ 5億円増）
 北極域研究の戦略的推進 12億円（ 0.5億円増）
 南極地域観測事業 48億円（ △3億円 ）

 原子力分野の研究開発・安全確保対策等 1,477億円（△1億円 ）

を推進 【2018年度第2次補正予算額案:  30億円】

 原子力の基礎基盤研究とそれを支える人材育成 48億円（前 年 同）
 「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等

研究開発の加速プラン」の実現 45億円（ 0.3億円増）
 高速増殖炉「もんじゅ」の廃止措置に係る取組 179億円（前 年 同）

Society 5.0を実現し未来を切り拓くイノベーション創出と
それを支える基盤の強化

国家的・社会的重要課題の解決に貢献する研究開発の推進

我が国の抜本的な研究力向上と優秀な人材の育成

国家戦略上重要な技術の研究開発の実施

これら科学技術イノベーションの推
進により、 国連持続可能な開発目
標の達成にも貢献 （STI for SDGｓ）

2019年度 文部科学関係予算（案）のポイント
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 耐震化や非構造部材の耐震対策など、学校施設等の整備を実施
1,974億円

 研究開発法人施設の防災基盤強化を実施 94億円

 南海トラフにおける新たな地震・津波観測網を構築 16億円

 国立大学等施設等整備
 認定こども園施設整備

 公立学校施設整備
 私立学校施設整備

 学校施設や公立社会教育施設、国指定文化財等を着実に復旧
 公立学校 26億円
 私立学校 2億円
 公立社会教育施設等 61億円
 国指定等文化財 3億円

 被災学生の授業料減免等や、被災児童生徒への就学支援等を実施
 被災私立大学等復興特別補助 7億円
 被災地スクールバス等購入経費 0.3億円
 被災児童生徒就学支援等事業 44億円

 スクールカウンセラー等の活用、学習支援のための教職員加配など、被
災地の児童生徒等の心のケアや教育支援を実施

 緊急スクールカウンセラー等活用事業 24億円
 被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配 18億円

 復興を支える人材の育成など地域における暮らしの再生を促進
 被災ミュージアム再興事業 2億円
 福島県双葉郡中高一貫校設置事業 2億円
 福島県教育復興推進事業 0.8億円
 福島ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想等を担う人材育成に関する事業 3億円
 大学等の「復興知」を活用した福島ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想促進事業 4億円
 放射線副読本の普及 0.6億円

 大学・研究所等を活用した地域の再生
 東北マリンサイエンス拠点形成事業 6億円
 東北メディカル・メガバンク計画 16億円

 放射性物質で汚染された環境の回復に向けた研究を推進するととも
に、原子力損害賠償を迅速・公平かつ適切に実施

 東京電力㈱福島第一原子力発電所事故からの
環境回復に関する研究 25億円

 原子力損害賠償の円滑化 38億円

【参考】復興特会（文科省関係）のポイント 286億円

2019年度 文部科学関係予算（案）のポイント

岩手県における「ふるさと科」の授業の様子

社会人向け講座の様子

ポスターセッションの様子

※上記事業は「臨時・特別の措置」として計上されたものであり、文部科学関係予算(案)の内数

【参考】防災・減災、国土強靭化のための緊急対策予算のポイント
2,084億円
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新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革の

ための指導・運営体制の構築

≪ ≫内は2026年度までの改善予定数

学校における働き方改革や複雑化・困難化する教育課題へ対応するため、教職員定数を+1,456人改善。

学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実を図り、新学習指導要領の円滑な実施を実現

加配定数 +1,210人

教員の持ちコマ数軽減による教育の質の向上
◆小学校専科指導の充実 +1,000人

小学校英語教育の早期化・教科化に伴う、一定の英語力を有し、
質の高い英語教育を行う専科指導教員の充実（※）

（※１）専科指導教員の英語力に関する要件

①中学校又は高等学校英語の免許状を有する者

②２年以上の外国語指導助手（ＡＬＴ)の経験者

③CEFR* B2相当以上の英語力を有する者 *外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照枠

④海外大学、又は青年海外協力隊若しくは在外教育施設等で、２年以上の英語を使用した
海外留学・勤務経験のある者
注：②～④は、小学校教諭免許状、又は中学校英語・高等学校英語の免許状のいずれの免許状も

有しない者にあっては特別免許状を授与することが必要。

（※２）より質の高い英語教育を推進するため、教員の新規採用にあたって一定以上の英語力
(CEFR B2相当以上等)を有する者を採用した割合を指標として、専科指導のための教員
加配の仕組みを構築。

◆中学校生徒指導体制の強化 +50人

学校運営体制の強化
◆学校総務・財務業務の軽減のための共同学校事務体制強化
（事務職員） +30人

◆主幹教諭の配置充実による学校マネジメント機能強化 +30人

基礎定数 +246人

教育課題への対応のための基礎定数化関連 +246人
（2017.3義務標準法改正による基礎定数化に伴う定数の増減）

◆発達障害などの障害を持つ児童生徒への通級指導の
充実 +348人

◆外国人児童生徒に対する日本語指導教育の充実 +68人
◆初任者研修体制の充実 +72人

※基礎定数化に伴う自然減等 ▲242人

◆いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 +50人
再掲

◆貧困等に起因する学力課題の解消 +50人

◆「チーム学校」の実現に向けた学校の指導体制
の基盤整備（養護教諭、栄養教諭等） +20人

◆統合校・小規模校への支援 +30人

・教職員定数の改善 ＋32億円（＋1,456人） ・教職員の若返り等による給与減 ▲29億円 ・教員給与の見直し ▲14億円
・教職員定数の自然減等 ▲94億円（▲4,326人） ・人事院勧告の反映による給与改定 ＋76億円 等 計 対前年度▲27億円＊

部活動ガイドラインを踏まえた部活動手当の見直し (土日3時間程度2,700円)給与関係

複雑化・困難化する教育課題への対応
計 ＋346人（再掲除く）

学校における働き方改革
計 ＋1,110人

＊四捨五入の関係で上記予算額の差し引きと一致しない

2019年度予算額(案)

1兆5,200億円

(前年度予算額 1兆5,228億円)
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※教師の負担軽減を図るための事業として実施。各自治体において明確な成果目標を
設定し、効果の検証を含めて実施するものに対し、補助を行う。

「チーム学校」の理念を踏まえ、教師と多様な人材の連携により、学校教育活動の充実と「働き方改革」を実現

学校生活適応への支援

•不登校・中途退学への対応

•いじめへの対応

多彩な人材がサポートスタッフとして学校の教育活動に参画する取組を支援

児童生徒の学習サポート

•補習や発展的な学習への対応

•外国人児童生徒等の学力向上への

取組

進路指導・キャリア教育

•キャリア教育支援

•就職支援

学力向上を目的とした学校教育活動支援 スクール・サポート・スタッフの配置

2019年度予算額(案)：31億円(対前年度同額)
＜7,700人＞

2019年度予算額(案)：14億円（+2億円）＜3,000人→3,600人＞

•校長経験者による若手教員への

授業指導

•子供の体験活動の実施への支援

その他(教師の指導力向上等)

公立学校の教育活動として実施する次のような取組を行うサポートスタッフ（非常勤）の配置に要する費用の1/3以内を補助

教師がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備し、教師の負担軽減を図
るため、学習プリント等の印刷などを教師に代わって行うサポートスタッフの配置を支援。【拡充】

(卒業生の保護者など)

【当該分野に知見のある人材】
(退職教職員や教師志望の大学生など)

中学校における部活動指導員の配置

【指導する部活動に係る専門的な知識・技能を有する人材】

適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会を対
象に部活動指導員(注)の配置を支援。【拡充】（1,500校→3,000校）

2019年度予算額(案)：10億円(+5億円)＜4,500人→9,000人＞

（実施主体）学校設置者（主に市町村）
（負担割合）国1/3、都道府県1/3、市町村1/3 （指定都市：国１/３、指定都市２/３）

（実施主体）都道府県・指定都市
（負担割合）国1/3、都道府県・指定都市2/3

（注）学校教育法施行規則第78条の2に該当する者

※スポーツ庁の運動部活動に係るガイドライン及び文化庁の文化部活動に係るガイドライン
を遵守するとともに、教師の負担軽減の状況を適切に把握するなど、一定の要件を満
たす学校設置者に対して支援を行う。

※支援に際しては、上記のガイドラインを遵守した上で、ガイドラインを上回る休養日の設定を
行うなど、学校の働き方改革の取組を推進している学校設置者へ優先的に配分する。

児童生徒一人一人にあったきめ細かな対応を実現するため、教師
に加えて学校教育活動を支援する人材の配置を支援。

（実施主体）都道府県・指定都市 （負担割合）国1/3、都道府県・指定都市2/3

【地域の人材】

多彩な人材の参画による学校の教育力向上

～補習等のための指導員等派遣事業～
2019年度予算額(案) 55億円

(前年度予算額 48億円)
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学校現場における業務改善加速事業

■学校における働き方改革に関する緊急対策（2017年12月26日文部科学省）や学校における業務改善等に係る取組の徹底に関
する通知（2018年2月9日付）等を踏まえ、教員自らの意欲と能力を最大限に発揮できるような勤務環境を整備するため、業
務改善の取組を一体的・総合的に推進。

■自治体の業務改善ポリシーの策定
■業務改善の取組の実施

・教員の行う業務の明確化（事務職員や他
のスタッフ等との連携・分担等）

・部活動に関する休養日の明確な設定
・時間管理の徹底、研修の実施 等

市町村と連携し、小中学校における業務改善を促進。重点モデル地域の成果を県下に波及。

都道府県・政令市

■重点モデル地域に対する教職員や業務アシスタント等の配置
■県としての業務改善ポリシーの策定・指導助言
■管理職等の意識改革のための研修の実施

■取組のフォローアップ、
成果の県下全域への発信

■勤務状況の改善の成果を分析
勤務時間（総勤務時間や事務作業・
部活動に関する時間等）や負担感の
変化、創出した時間による教育面で
の効果などの成果を分析

■成果を挙げたＧＰを管下全域に波及

重点モデル地域：市町村（政令市含む）

外部専門家による分析・助言

業務改善に集中的に取り組む重点モデル地域を指定し、業務改善の加速についての実践研究を実施。具体的なノウハウや
成果を分析し、全国に発信し普及。

文部科学省

エビデンス
として蓄積

業務改善加速のための実践研究事業の実施

※国立・私立学校も対象

長時間勤務是正のための周知・啓発を行い、
全国的な気運を醸成
・マネジメントフォーラムの開催
・各種広報媒体等による普及啓発
・実践事例集の作成 等

■研究機関等による業務改善の推進に資す
る基礎的調査研究を実施

長時間勤務是正キャンペーンの実施 業務改善の基礎的調査研究の実施

■業務改善アドバイザーの派遣による
指導助言

■先進モデルの横展開
■業務改善の取組の継続したフォロー

業務改善アドバイザリーボード

2019年度予算額(案) 103百万円

(前年度予算額 104百万円)
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▶ 学長の経営改革構想の実現加速のための支援

・大学間連携や産学連携の推進等による地域イノベーションの創出

・世界最高水準の教育研究の展開に向けた経営改革

教育研究基盤の確保・強化

国立大学改革の推進
国立大学法人運営費交付金
国立大学改革強化推進補助金

国立大学法人設備整備費補助金等

新しい評価・資源配分の仕組みの導入

365億円（＋15億円増）

数理・データサイエンス
教育の全国展開

9億円（+３億円増）

▶ ６拠点大学における文系理系問わない
全学的な数理・データサイエンス教育

▶ 全国への協力校の設置等を通じて、
全国展開を強力に加速

～挑戦する国立大学を支援～

戦略的な教育研究組織整備

▶ 若手教員の活躍やイノベーション
創出に資する戦略的な教育研究組織
の整備に対し重点支援

13億円（＋13億円増）

70億円（＋5億円増）

45 億円(＋5 億円増）

教育研究の基盤設備の整備

9億円
▶ 教育研究組織の整備と合わせた設備の

整備や、障害学生学習支援設備等、

教育研究力向上に資する設備整備を支援（拠点大学：北海道、東京、滋賀、 京都、大阪、九州）

「経営力」の強化

国立大学法人設備整備費補助金等

共同利用・共同研究拠点の強化

人材育成の推進 若手教員の活躍促進

あらゆる

方策を推進

経営改革の加速

地方での国立大学の在籍者割合は大きい
（例：中国・四国地方で４３％）

(出典)学校基本調査（2017年版）

授業料減免等の充実

このほか国土強靭化に資する基盤的インフラ設備の整備分を計上

※国立大学改革強化推進補助金

▶ 防災・減災に資する最先端の研究のための

基盤の整備

▶ 老朽化したネットワーク設備の更新による

災害発生時の情報通信機能の確保 等 火山観測システム 情報ネットワークシステム

70億円

Society5.0の実現に向け、人材育成の中核・イノベーション創出の基盤としての役割を飛躍的に強化

▶ 新たな拠点の支援を開始するとと
もに、国内外のネットワーク構築
や新分野創成などの重点支援を通
じて、若手研究者の活躍機会を拡大

基盤的経費など公的資金の拡充

連携・統合等による経営効果

民間資金の獲得の増加
教育研究力

の向上

学部 約4万8千人 → 約4万9千人

大学院 約1万7千人 → 約1万7千人

2018年度 2019年度

約6万5千人 →  約6万6千人

▶ 評価の客観性の確保

▶ 使途の自由度の拡大

▶ 改革インセンティブと継続性のバランス

・成果に係る客観・共通指標により実績状況
を相対的に把握し、これに基づき配分

・大学が自由に使途を決定できる基幹経費
に評価対象経費を設定

・評価対象経費は総額約700億円

・変動幅は、教育研究の継続性や大学の特性
を踏まえて設定

評価のわかりやすさや

透明性の向上

各大学の主体的な取組を推進

教育研究の安定性・継続性に配慮

しつつ改革インセンティブを向上

国立大学経営改革促進事業

※上記の他、ＫＰＩ評価に基づく配分を約300億円で実施

※新規・拡充分

【臨時・特別の措置】

免除対象人数（一般分）
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１兆 ９７１億円(前年度予算額 １兆９７１億円) 
４５億円(前年度予算額 ４０億円)

７０億円【臨時・特別の措置】

2019年度予算額(案)



○ 国立大学法人は、多額の運営費交付金によって支えられており、厳格な評価とそれに
基づく資源配分が必要

○ 国立大学法人化から十数年が経つ中、法人化のメリットを活かした各大学の成果や実績
を評価することを通じて、一層の経営改革を推進

（※法人化のメリット：柔軟な予算制度や人事・給与制度、資金確保に係る規制緩和など）

○ 第四期中期目標期間に向けて、第三期中期目標期間後期において、大学の特性も踏まえた
客観性の高い評価・資源配分を推進し、経営見通しに基づいた改革を進める

◆客観的指標により成果・実績等
に基づく配分を実施

評価の分かりやすさや
透明性の向上

◆ 研究力に係る成果指標を設定
し、試行（重点支援③のみ）

※今後、①②の特性も踏まえ指標を開発

教育研究に係る
アウトカム指標を試行

※教育研究や専門分野別の特性等を踏まえて

客観・共通指標を検討、2020年度に活用

◆ 評価対象経費は総額約700億円

◆ ３分類毎に評価
（①：地域貢献等 ②：専門分野等 ③：世界・卓越等）

◆ 変動幅は、教育研究の継続性や大学の特性を

踏まえて設定

⇒ 評価変動幅：90％～110％

※ 激変緩和、配分割合・変動幅は順次拡大

※ ＫＰＩ評価変動幅(2018)：77％～112％

教育研究の安定性・継続性に配慮
しつつ、改革インセンティブを向上

◆ 大学が自由に使途を決定できる
基幹経費に、評価対象経費を設定

◆ 約300億円以内を機能強化経費
から基幹経費に移行

（来年度以降さらに一定額を移行）

経営改革構想
に基づく各大学の

主体的な取組を推進

新しい評価・資源配分の仕組みの導入について

特色

導入の趣旨

✔評価の客観性の確保 ✔改革インセンティブと継続性のバランス✔使途の自由度の拡大

※上記の他、KPI評価に基づく配分を約300億円で実施 9



成果を中心とする

実績状況に

基づく配分

変動幅90％～110％

（激変緩和）

約７００億円

（2020年度以降、配分割合

・変動幅を順次拡大）

○ 会計マネジメント改革状況

○ 教員一人当たり外部資金獲得実績

(ⅰ) 共同研究等の研究教育資金

(ⅱ) 寄付金等の経営資金

○ 若手研究者比率

○ 運営費交付金等コスト当たりTOP10％論文数（重点支援③）(試行) 

○ 人事給与・施設マネジメント改革状況
（業績評価、年俸制、多様な人材の確保（外国人教員、女性教員）等の実施状況）

※３分類毎に評価（①：地域貢献等、②：専門分野等、③：世界・卓越等）

※来年夏ごろまでに、教育研究や専門分野別の特性等を踏まえた客観・共通指標を検討、その結果を2020年度に活用

新しい評価・資源配分イメージ

配分指標

機能強化経費の
基幹経費化分

約３００億円以内

※上記の他、ＫＰＩ評価に基づき、約300億円を再配分（2018年度：77％～112％） ※圧縮適用

基幹経費
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2019年度予算額(案) 4,385億円
〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 86億円〕

(前年度予算額 4,277億円)

2019年度 私学助成関係予算（案）の概要
～私立学校の特色強化・改革の加速化に向けた推進～

（１）一般補助 871億円※（＋8億円）

都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援

○幼児児童生徒１人当たり単価の増額 等

（１）一般補助 2,712億円（＋15億円）

大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援する。
また、アウトカム指標も含めた客観的指標を活用したメリハリある資金配分に
より、教育の質の向上を促進

（２）特別補助 447億円（ ▲10億円）

2020年度以降の18歳人口の急激な減少や経済社会の急激な変化を踏ま
え、自らの特色を活かして改革に取り組む大学等を重点的に支援

○私立大学等改革総合支援事業 147億円（＋16億円）（一般補助及び特別補助の内数）

特色ある教育研究の推進や、産業界・他大学等との連携、地域におけるプラット
フォームを通じた資源の集中化・共有など、役割や特色・強みの明確化に向けた
改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援

○経済的に修学困難な学生に対する授業料減免等の充実 177億円(＋47億円)

経済的に修学困難な学生を対象とした授業料減免等を行う大学等への支援を
充実し、修学の機会の確保に向けた支援を強化

私立大学等経常費補助 3,159億円（＋5億円） 私立高等学校等経常費助成費等補助 1,031億円※
（＋10億円）

私立学校施設・設備の整備の推進 195億円（＋93億円）
〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 86億円〕

（１）耐震化等の促進 136億円（＋86億円） 〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 86億円〕

○耐震改築事業を2020年度まで延長
○学校施設の耐震化完了に向けた校舎等の耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業、
そのほか防災機能強化を更に促進するための非構造部材の落下防止対策等の整備を
重点的に支援
○特に、重要インフラの緊急点検等により明らかとなった、倒壊し又は崩壊する危険性が特
に高い施設（Is値0.3未満）や、耐震性及び劣化等に課題がある緊急性の高い私立学校
施設の耐震対策を集中的に支援

（２）教育・研究装置等の整備 59億円（＋7億円）

○私立大学等の装置・設備費 22億円（＋7億円）

私立大学等の多様で特色ある教育・研究の一層の推進を図るため、私立大学等の装置・設備の
整備を支援

○私立高等学校等ICT教育設備整備推進事業 24億円（前年度同額）

次期学習指導要領等を踏まえ、アクティブ・ラーニング等を推進するため、私立高等学校等におけ
るICT環境の整備を支援

※ 他に、日本私立学校振興・共済事業団による融資事業（貸付見込額） 625億円〔うち財政融資資金 291億円〕

（３）特定教育方法支援事業 28億円 （＋1億円）

特別支援学校等の教育の推進に必要な経費を支援

（２）特別補助 133億円 （＋1億円）

各私立高等学校等の特色ある取組を支援するため、都道府県による助成
を支援

○外部人材の活用等による教育の質の向上に取り組む学校への支援の
充実

○特別な支援が必要な幼児の受入れや預かり保育を実施する幼稚園に
対する支援の充実 等

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

＜幼稚園・高校等の耐震化率＞

＜公立：小・中＞

＜私立：幼～高＞

＜大学等の耐震化率＞

＜国立＞

＜私立＞

約95％

90.3％
約93％

出典：私立学校耐震改修状況調査（2019年以降は各法人の耐震化計画及び整備実績を踏まえた推計値）

※子ども・子育て支援新制度移行分を含む
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（独）国立高等専門学校機構運営費交付金

概要

◇我が国が直面する社会変革に対応するため、高等専門学校の高度化・国際化に資する取組を重

点的に支援するとともに、第４期中期目標期間における高専機構の新たな役割（人事マネジメン

ト改革、ガバナンス強化等）を後押しするため、国立高等専門学校の基盤的経費の充実を図る。

◇産業界はもとより、諸外国からも注目されている、日本型高等専門学校教育制度（KOSEN）

の海外展開と国際化を一体的に推進するとともに、国際的な教育モデルを確立する。

１．高専教育の高度化

➢ 高専教育の質保証と社会ニーズを踏まえた人材育成

・モデルコアカリキュラムの高度化を図り、高専教育の質保証に資する取組を継続

・サイバーセキュリティ等の社会ニーズが高い分野の人材育成を推進

➢ 高専と大学の連携による教育の実施

・高専単独では対応が困難な分野を大学との連携により機能補完する

教育を支援

３．技術者教育の基盤となる学修環境の整備

➢ 学修環境の基盤となる設備の整備

・老朽化した教育設備の計画的な更新に加え、ボイラや外灯等のインフラ設備の更新を新たに支援

２．日本型高専教育制度（KOSEN）の海外展開と国際化の一体的推進

➢ 高専教育制度（KOSEN）の海外展開

・重点3カ国（モンゴル・タイ・ベトナム）における高専教育の導入支援（教員研修、カリキュラム・教材開

発等）を継続的に支援

・ﾌﾟﾘﾝｾｽﾁｭﾗﾎﾟｰﾝ･ｻｲｴﾝｽｽｸｰﾙ（タイ）との交流による優秀な学生（12名/毎年）の受入体制を充実

➢ KOSENの国際標準化

・国際的な教育モデルを確立し、国際的な質保証を目指す取組を新たに支援

➢ 海外で活躍できる技術者の育成

・中学英語から技術者英語への円滑な移行を図るとともに、海外インターンシップ等、学生の海外活動を

後押しする取組を重点的に支援

✓高専教育の質保証、社会的ニーズが高い

分野の人材育成等に取り組み、高専教

育全体の底上げを実現。

✓維持管理コストの縮減に伴う新たな財源

により、経営基盤、技術者育成基盤を強

化し、学修環境を改善する持続的な仕

組みを構築。

✓国立高専が有する強み・特色の伸長を目

指し、カリキュラムの改訂や組織改編等に

着手。

成果、事業を実施して、期待される効果

✓ 日本型高等専 門学校教育制度

（KOSEN）の海外への普及・展開とと

もに、海外で活躍できる技術者育成を両

立。

✓人事マネジメント改革（弾力的な教員配

置やクロスアポイントメントの導入等）

や、ガバナンス強化等を実現。

モデルコアカリキュラム
【土台】

異分野融合教育
（高度数理含む）

STEAM教育、
リベラルアーツ、SDG’s等

2019年度予算額(案) 626億円

(前年度予算額 625億円)
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◆教育環境の改善、安全性・機能性の確保

公立学校施設の安全対策・防災機能の強化等の推進

趣 旨

現状 ◆防災・減災、国土強靱化のための緊急対策

背景

○学校施設耐震化の完全達成に向けた支援

（小中学校建物の耐震化率：99.2％（2018.4.1現在））

○屋根や外壁、内壁、天井等の非構造部材の耐震対策の推進

○災害時の避難所としての役割も果たす学校施設の防災機能

の強化（トイレ整備等）
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公立小中学校の経年別保有面積＜全国＞

経年25年以上で未改修

経年25年以上で改修済

経年25年未満

（万㎡）
2017年5月1日現在

建築後25年以上を

経過した建物が急増

学校施設は我が国の将来を担う児童生徒の学習・生活の場であり、災害時には地域住民の避難所としても使用される極めて重要な施設である。

近年多発している大規模災害の教訓を踏まえ、防災・減災に万全を期すため、「防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」（2018年

12月14日閣議決定）として、学校施設の強靭化を図るため対応が必要となる耐震化や非構造部材の耐震対策などを推進し、防災・減災対策に

取り組むことが喫緊の課題である。

また、子供たちの安全と健康を守るため、老朽化対策を推進し、教育環境の改善等の安全性・機能性の確保は必要不可欠である。

○長寿命化の整備手法への転換の推進

○給食施設整備等を推進

外壁の全面的な脱落
古い上に災害時に避難所機能を

果たし得ない和式便器

改良前

2019年度予算額(案) 1,608億円
〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 941億円〕

(前年度予算額 682億円)

2018年度第１次補正予算額 985億円
2018年度第２次補正予算額(案) 372億円

長寿命化改良した建物

改良後

31.6%

47.0%

21.4%

学校施設等の耐震性及び劣化状況

に関する緊急点検の結果

（公立小中学校）

安全性が確認できた学校数

安全性に課題がある学校数

未確認の学校数

2017年度 2018年度

残棟数 1,399棟 978棟

耐震化
未完了
自治体

228自治体 172自治体

構造体の耐震化の状況

（公立小中学校）

2018年4月1日現在

2018年10月31日現在
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国立大学等施設の整備

国立大学等の施設は、将来を担う人材の育成の場であるとともに、地方創生やイノベーション創出の重要な基盤であるが、著しい老朽化の進
行により安全面・機能面等で大きな課題が生じている。このため、「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画」（2016年3月29日文部科学
大臣決定）、「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」（2018年12月14日閣議決定）を踏まえ、安全・安心な教育研究環境の整備や国
立大学等の機能強化等への対応など、計画的・重点的な施設整備を推進する。

施設の耐震化やライフラインの改善整備など、
戦略的なリノベーションを実施し、質の高い、
安全な教育研究環境を確保

防
災
・減
災
、
国
土
強
靭
化
の
た
め
の
緊
急
対
策
等

停電による研究成果の消失や
配管破損による危険物の流出を防止

：経年30年以上 ：経年15年以上 ：経年15年未満

排水管
（雨水）

排水管
（実験排水）

給水管

ガス管

（2018年3月現在）

（2018年5月1日現在）

未改修建物１万㎡当たりの事故発生率

建築後２５年以上の未改修建物が急増

過密な研究室(機能低下と事故)

外壁の落下の危険

配管の腐食

特別高圧ケーブル故障

非構造部材等の耐震化等による
安全・安心な教育研究環境の整備

※ライフライン
（配管・配線、設備機器）

経年３０年以上でライフライン※の事故発生率が急増

（2018年5月1日現在）

屋上に設置した自家発電設備

施設の耐震化
（耐震ブレースを設置）

0.05 0.34 0.51 0.53

1.07

0.0

0.5

1.0

1.5

0-4年 5-14年 15-24年 25-34年 35年以上

発生率 約２倍

発生率（件/万㎡）

35%

39%

57%

72%

32%

27%

18%

15%

33%

34%

25%

13%

国立大学等施設の経年別保有面積

50年以上 45-49年 40-44年 35-39年 30-34年 25-29年 20-24年 15-19年 10-14年 5-9年 1-4年

経年25年以上（未改修）

経年25年以上（改修済）

経年25年未満

事 業 概 要

（万㎡））

2019年度予算額(案) 1,155億円
〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 808億円〕

(前年度予算額 376億円)

2018年度第１次補正予算額 36億円
2018年度第２次補正予算額(案) 108億円
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一億総活躍社会、
地方創生を実現

【地域学校協働活動推進事業】（５，９２４百万円）

地域と学校を繋ぐ地域学校協働活動推進員が中心となり、
地域と学校の連携・協働の下、幅広い地域住民等が参画
し、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支え、地域を創
生する「地域学校協働活動」を全国的に推進。

学校を核として地域住民等の参画や地域の特色を生かした事業を展開することで、
まち全体で地域の将来を担う子供たちを育成するとともに、一億総活躍社会と地方創生の実現を図る。

◆地域の実情に応じて、柔軟に事業を実施することができるよう、関連施策によるプランを推進。
◆学校を核とした地域力強化のための仕組みづくりや地域の活性化に直結する様々な施策等を地域の特色に応じて組み合わせて推進。

学校を核として、人づくり・地域づくりの好循環を創出

少子化・高齢化の進展

共働き世帯、一人親世帯、
独居老人の増加

地域のつながり
の希薄化

地域格差、経済格差の拡大

子供たちを
取り巻く

地域力の衰退

学校を核とした地域
とのつながりの形成

地域資源を生かした子供
たちの豊かな学びの実現

子供たちの地域への愛着、
地域の担い手の増加

子育て環境の整備、
人口流出の抑制、地域の活性化

学校を核とした
地域力強化のための
仕組みづくりの推進

コミュニティ・
スクール

様々な施策の
展開により、
教育の充実、
地域も活性化

◇一億総活躍社会の実現と地方創生の推進には、学校と地域が相互にかかわり合い、学校を核として地域社会を活性化していくことが重要。

学校を核とした地域力強化・将来を担う子供たちの育成を通じて、一億総活躍社会、地方創生を実現

地域力強化プラン
地域の特色ある取組を

柔軟に支援

家庭教育の困難さ

地域学校
協働活動

キャリア

教育

地域連携

学校保健

農山漁村

体験

子供の

安全

「社会に開かれた教育課程」
の実現に向けた

地域連携の基盤づくり

【コミュニティ・スクール推進体制構築事業】（８５百万円）
社会総がかりで子供たちを育むために、全国の公立学校にコミュニ

ティ・スクールを導入し、学校・家庭・地域の連携・協働体制を確立する必
要がある。法改正を踏まえた制度内容の周知や域内の各地域、各学校
をつなぐ推進協議会の開催、学校運営の充実に向けた管理職研修等に
より、持続可能な推進体制の構築を図る。

【地域における家庭教育支援基盤構築事業
～家庭教育支援チーム強化促進プラン～】（７３百万円）

家庭教育支援員等の養成、家庭教育支援チームの組織化及び学習
機会の効果的な提供等の様々な取組に加え、訪問型家庭教育支援
を含めた支援活動の強化を図るための取組を推進する。

【地域を担う人材育成のためのｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ
推進事業】（８百万円）

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道
府県等に配置し、地元企業等と連携した職場体
験やインターンシップ及び地元への愛着を深める
キャリア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域
を担う人材を育成する。

【地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業】
（１１９百万円）

「スクールガード（学校安全ボランティア）」の活
用等により、地域ぐるみで子供の安全を見守る
体制を整備し、地域社会と連携した学校安全に
関する取組を通じて、地域力の強化を図る。

【地域と連携した学校保健推進事業】
（８百万円）

養護教諭の未配置校等に対し、経験豊富な退
職養護教諭をスクールヘルスリーダーとして派
遣し、学校、家庭、地域の関係機関等の連携に
よる効果的な学校保健活動の展開を図り、地域
力の強化につなげる。

【健全育成のための体験活動推進事業】
（９９百万円）

農山漁村等における体験活動において、
地域人材や地域資源を活用することによ
り、異世代間交流や都市農村交流を図り、
地域の活性化につなげる。

家庭教育
支援

学校を核とした地域力強化プラン
2019年度予算額(案) 6,395百万円

(前年度予算額 6,475百万円)
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学校安全総合支援事業

第２次学校安全の推進に関する計画（閣議決定）

具体的実現策

○ 全ての教職員が、学校安全に関する資質・能力を身に付ける。

○ 全ての学校において、組織的な取組を的確に行えるような体制を構築する。
系統的・体系的で実践的な安全教育を実施する。
保護者や地域住民、関係機関との連携・協働に係る体制を構築する。
外部の専門家等と連携した安全点検を徹底する。

○ 検証、再発防止のための取組の改善・充実を一連のサイクル（PDCAサイクル）として実施する。

学校安全とは
学校安全
とは推進

方策

（イ）教職員の資質・能力の向上のための調査研究 【新規】
全ての教職員がキャリアステージに応じて身に付けておくべき資質・能力を整理・明確化するとともに、

効果的な研修方策を開発する。併せて、教師を志す学生が身に付けておくべき資質・能力を整理・明確化する。

（ア）学校安全推進体制の構築
学校種・地域の特性に応じた地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、セーフティプロモーションスクール等の先進事例を参考とするなど

して、学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を進めるとともに、各自治体内での国立・私立を含む学校間の連携を促進する取組を支援する。
併せて、各都道府県・政令市の取組を検証し、先進的な取組を共有するなどして支援することで、取組の質の向上を図る。【拡充】

全ての学校において、学校安全に取り組める体制づくりへの支援

全ての教職員の安全に関する資質・能力の向上のための支援

指導・助言

都道府県
教育委員会等

都道府県全体としての
持続的な体制整備

都道府県内の他地域

実践・知見の共有、取組の推進

管理職

中堅職員

初任者

市町村内の学校で
連携した取組の実施

・モデル地域の実践の共有と
普及

・各学校の取組や連携促進
等に係る指導・助言 等

市町村
教育委員会

モデル地域の取組
・カリキュラム・マネジメントの視点を

踏まえた安全教育の充実
・組織的取組による安全管理の充実
・PDCAサイクルに基づく検証・改善

等

外部専門家
等による助言
等

各学校

民間事業者等

統一的な指標の提示・成果物
の共有による全国の学校安全の
取組の質の向上

○学校安全の取組を検証するための調査研究
・都道府県教育委員会等やモデル地域の取

組の検証・先進的な取組の共有
・学校安全の取組を客観的に分析・評価・検

証するための統一指標・手法の作成

2019年度予算額(案) 202百万円

(前年度予算額 193百万円)
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小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業
(※前年度予算額には前年度で終了した小学校高学年教材整備分198百万円を含む）

背景 課題「教育再生実行会議第三次提言」（2013年5月28日）、文部科学省が提言した「グローバル化に対応した英語教育改革実行計画」（2013年12月）等を踏まえ実施し

てきた本事業について、2017年3月及び2018年３月に公示された新学習指導要領、「第３期教育振興基本計画」（2018年６月15日）等を踏まえ、ICTの効果的な活

用や多様な人材の活用等を図りながら、外国語教育の更なる強化を図る。

事業概要と背景

○新たな外国語教育に対応した条件整備事業○小学校外国語教科化に対応した外部人
材活用促進等のための講習の実施

101百万円（70百万円）

○民間機関を活用した小学校英語の効果
的な指導法等の開発及び成果普及事業

28百万円（30百万円）

○生徒の発信力強化のための英語指導力向上事業

○中学校・高等学校における英語教
育の抜本的改善のための指導方法
等に関する実証研究

32百万円（35百万円）

先進的な指導・評価方法、ICT教材、ALT

の活用等、授業実践を通じたエビデンス
ベースの実証研究を実施し、指導改善に
活用する。 【委託先：国立大学法人】

○グローバル化に対応した外国語
教育推進事業 7百万円(8百万円）

英語以外の外国語について、新学習指
導要領に基づいたカリキュラムや教材の
開発等を実施。（英語以外の外国語：
中、韓・朝、仏、独、西、露 等）
【委託先：都道府県・指定都市教育委員会、国

立大学法人、学校法人】

民間機関や外部人材の活用
による英語教育強化

教師の指導力向上や条件
整備による英語教育強化

特別免許状等を利用した外部人材の活用促進の
ため、外部人材による質の高い指導が可能となる
講習の実施を大学等に委託。
小学校教員の中学校英語
免許状取得を促進。
【委託先：教育委員会・大学等】

新学習指導要領への円滑な実施に向けて、民
間機関を活用し、国が作成した新教材及びICT

教材を使用した効果的な指導法等の開発を行
い、その成果を全国に普及する。

【委託先：民間機関】

先進的な取組支援・成果
普及による英語教育強化

【小学校教材整備】 111百万円(110 百万円）

・小学校３・４年生で使用する教材の整備を引き続き実施。

【中学校補助教材整備】 181百万円（新規）

・新学習指導要領への移行期間中に指導内容が追加される中学校
英語について、教科書に準拠した補助教材を作成し、生徒に配布する。

（2019年度中に、2019年中学校1年生、2020年中学校1、2年生に配布予定）

※その他、小・中・高等学校の指導法等の映像資料の作成及びポータルサイトを設置。

【オンライン・オフライン研修実証事業】
30百万円（新規）

・中・高等学校の生徒の英語の発信力向上の
ため、民間機関に委託し英語科教師対象のオ
ンライン研修プログラムを作成。

・特定の地域、学校等においてオンラインとオ
フラインを融合した研修による英語指導力向上
効果を検証。全国へ普及を図る。

2020年度 2021年度 2022年度

・小学校全面実施
・大学入試で外部検定試験活用開始

中学校全面実施 高等学校学年進行で実施

【英語教育改善プラン】推進事業
（委託先：都道府県・指定都市教育委員会）

124百万円（123百万円）

・各都道府県・指定都市における英
語教育推進リーダーによる研修実
施、「英語教育改善プラン」に基づい
た研修の改善・充実、研修協力校に
おける取組等を支援。

・免許法認定講習等施

・当該講座を外部人材
も受講可能とする。

・遠隔教育システム導入実証研究事業 ： 多様性のある学習環境や英語教育等における専門性の高い
授業の実現に向けた遠隔教育システムの導入・活用を促進

・教職員定数の改善 ： 小学校英語教育の早期化・教科化に伴う専科指導に必要な
教員充実

関連事業 外国語教育改革スケジュール

2019年度予算額(案) 627百万円

(前年度予算額 737百万円)

17



情報教育の充実

背景 課題

※その他、教育用コンテンツ奨励事業があるため、金額の合計は一致しない。

＜小・中・高等学校を通じた情報教育強化事業＞【拡充】
◆次世代の教育情報化推進事業 ９８百万円
●情報教育の推進等に係る推進校における実践研究
・情報活用能力を育むカリキュラム・マネジメント事例（ＧＰ）等の創出

●小学校プログラミング教育支援推進事業
・プログラミング教育の指導事例（GP）の創出と普及
・教師向けの研修用教材の開発・提供や研修リーダーとなる教師等を対象とした
セミナーの実施

●高等学校情報科担当教員の指導力向上
・教師向けの研修用教材の作成・配布等

◆情報モラル教育推進事業 ３１百万円
・教師向けの指導資料の改善・充実
・児童生徒向け啓発資料の作成・配布

◆ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業 ６０百万円
・教育の情報化の推進等に関する調査研究
・ＩＣＴ活用教育アドバイザー派遣事業

情報教育及び学習活動等におけるICT活用の推進

英語教育におけるICT活用の推進

＜生徒の発信力強化のための英語指導力向上事業＞
◆オンライン・オフライン研修実証事業 ３０百万円【新規】
・中・高等学校英語教師を対象として、指導力向上を図るためのオン
ライン・オフラインを融合した研修を実施し、その効果を検証

＜新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業＞
２５７百万円【新規】
「公正に個別最適化された学び」等の実現に向け、学校現場と

企業等との協働により、学校教育において効果的に活用できる
先端技術の導入について実証を行う。

新時代の学びの推進

校務の情報化の推進

＜学校ICT環境整備促進実証研究事業＞
◆統合型校務支援システム導入実証研究事業 １３５百万円
・都道府県単位での統合型校務支援システムの共同調達・運用の促
進に係る実証

＜デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究＞１６百万円
・学習者用デジタル教科書の制度化に伴い、その使用による教育上の

効果・影響を把握・検証するための実証研究を行う。

＜学校ICT環境整備促進実証研究事業＞
◆遠隔教育システム導入実証研究事業 ４７百万円
・多様性ある学習環境や専門性の高い授業の実現等、児童生徒の
学びの質の向上を図るため、遠隔教育システムの導入促進に係る
実証

教育の情報化を支える基盤整備の推進

２０２０年度からの新学習指導要領実施に向け、情報教育・外国語教育の充実を図るとともに、学校におけるICTの活用、教育の情報化を支える基盤整備及び
校務の情報化を推進する。さらに、「学びの個別最適化」等を図るため、新時代の学びの推進についての実証研究を実施する。

2019年度予算額(案) 686百万円

(前年度予算額 667百万円)
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道徳教育の抜本的改善・充実
2019年度予算額(案) 4,207百万円

(前年度予算額 3,524百万円)

背景

背景

１．道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援

①特色ある道徳教育の取組の支援
小・中学校における「特別の教科 道徳」

（道徳科）及び高等学校における道徳教育の
効果的な指導方法や、道徳科の評価及び推進
体制等に係る指導主事・教員等の研究協議会
を開催するとともに、地域教材等の活用によ
る地域の特色を生かした道徳教育の実践・普
及､ ｢親子道徳の日｣といった家庭･地域との連
携を強化する取組などを支援する。

2018年度から使用する小学校及び2019年度から使用する中学校の道徳科の教科書を無償給与する。

２．道徳科の教科書の無償給与（小・中学校分）

②道徳教育アーカイブの整備
道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的

な指導方法や評価方法について、現在、各
学校等で取り組まれている好事例や優れた
教材を収集・集約・発信する機能を有した
「道徳教育アーカイブ」の充実を図る。

③社会全体の機運の醸成
社会全体に対して「考え、議論する道

徳」の趣旨や内容の理解を広め、学校・
家庭・地域が連携して社会全体で子供た
ちの道徳性を育む機運を醸成するため、
シンポジウム等の取組を実施する。

2013年 2月 教育再生実行会議「いじめ問題等への対応について（第一次提言）」
－いじめ問題の根本的な解決に向けた道徳教育の抜本的な充実を提言

12月 「道徳教育の充実に関する懇談会」報告－「特別の教科 道徳」（仮称）の設置等について提言

2014年 2月 中央教育審議会に「道徳に係る教育課程の改善等について」諮問
10月 中央教育審議会から「道徳に係る教育課程の改善等について」答申

－「特別の教科 道徳」（仮称）に係る学習指導要領の具体的な在り方等について提言

2015年 3月 学習指導要領の一部改正等 （2015年度から内容の一部又は全部を先行実施することが可能。）

2018年 3月 新高等学校学習指導要領公示

2018年 4月 小学校において「特別の教科 道徳」が全面実施 ※教科書の無償給与開始

2019年 4月 中学校において「特別の教科 道徳」が全面実施 ※教科書の無償給与開始
高等学校において新学習指導要領（道徳教育関係）が実施
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いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

①スクールカウンセラーの配置拡充
・スクールカウンセラーの配置の増：全公立小中学校への配置（26,700校→27,500校）

・全公立中学校の通常配置に加え、週５日相談体制を実施

・全公立小学校の通常配置に加え、小中連携型配置による公立小中学校の相談体制の連携促進

・貧困対策・虐待対策のための重点加配（1,000校→1,400校）

・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための配置

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充
・スクールソーシャルワーカー配置の増：全中学校区への配置（7,500人→10,000人）

・高等学校のための配置（47人）

・貧困対策・虐待対策のための重点加配（1,000人→1,400人）

・スーパーバイザー（47人）の配置

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

「ニッポン一億総活躍プラン」や教育再生実行会議、「いじめ防止対策推進法」、「いじめの防止等のための基本的な方針」を踏まえ、いじめの未然防止、早期発見・早期対応や教育
相談体制の整備及びインターネットやＳＮＳを通じて行われるいじめへの対応など、地方公共団体等におけるいじめ問題をはじめとする生徒指導上の諸課題への対応のための支援体制
を整備するほか、専門スタッフの配置充実等を図る。
また、2016年に成立した「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」及び同法に基づき策定した基本指針を踏まえ、不登校児童生徒に

対する教育機会の確保の推進のため、教育委員会・学校、関係機関の連携等による不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制を整備する。

■早期発見・早期対応（外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等） 6,690百万円（6,144百万円）

【目標】 2019年度までに、スクールカウンセラーを

全公立小中学校（27,500校）に配置

（ニッポン一億総活躍プラン等）

2019年度:27,500校

【目標】 2019年度までに、スクールソーシャルワーカー

を全中学校区（約１万人）に配置

（ニッポン一億総活躍プラン等）

2019年度:10,000人

【いじめ対策、不登校支援等に対応するため、先進的調査研究を委託】

■いじめ対策・不登校支援等推進事業 167百万円（190百万円）

①教職員定数の改善
新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き

方改革実現のための指導・運営体制の構築に向け、
教職員定数を改善。 その中で、いじめ・不登校等の未
然防止・早期対応等の強化のため、＋５０人の定数
改善を計上。

②教員研修の充実
教職員支援機構において、いじめの問題に関する情

報共有や組織的対応を柱とした指導者養成研修の実

施

③道徳教育の抜本的改善・充実等
教育委員会等が行う研修や地域教材等の活用によ

る地域の特色を生かした道徳教育の実践・普及への支
援、道徳科の教科書の無償給与（小・中学校） 等

④健全育成のための体験活動の推進
児童生徒の社会性を育む農山漁村等での体験活動

の推進

■【関連施策】

⑤スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた

調査研究（１箇所）

・学校教育法等においてSC及びSSWが正規の職員として規定された場合を

想定し、チーム学校の一員としてＳＣ及びＳＳＷの連携の在り方や、週５

日配置へ向けた働き方及び学校・関係機関との連携方策について検証す

るための調査研究

⑥学校以外の場における教育機会の確保等に関する調査研究

（２４箇所）

・教育委員会や学校を中心に、関係者間の連携の下、不登校児童生徒の

学校外での様々な学習をきめ細かに支援する体制の整備に向けた実践

研究及び不登校児童生徒を受け入れている民間団体の自主的な取組を

促進するための仕組み等に関する調査研究

⑦ＳＮＳ等を活用した相談体制の在り方に関する調査研究（１箇所）

・ＳＮＳ等を活用した相談体制の展開を図りつつ、効果的・効率的な相談

受付日や受付時間等、適正規模の相談体制の在り方、相談技法やシス

テムの確立等の研究を行うとともに、ＳＮＳ等を活用した相談と電話相談

の有機的な連携の仕組みを明らかにする調査研究

①自殺予防に対する効果的な取組に関する調査研究（２箇所）

・子供の自殺予防のため、いじめ被害の相談率の低い高校生に対し、SC

による悉皆面談を実施するとともに、自殺総合対策大綱に盛り込まれた

「SOSの出し方に関する教育」の在り方を調査研究

②脳科学・精神医学・心理学等に関する研究と学校教育の連携による

調査研究（１箇所）
・情動に関する研究機関のプラットフォームを構築し、学校教育における科学

的知見の活用が進展する仕組み作りに向けた調査研究

③学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進に関する調査研究

（１箇所）

・学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進のため、学校の参考と

なるモデルカリキュラム等の開発のための調査研究

④いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究

（３箇所）

・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校に

おいて法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、いじめなどの諸課題の

効率的な解決にも資する、学校における相談体制の整備に関する調査研究

③幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決

に向けて調整、支援する取組の促進等

・第三者的立場から調整・解決する取組、外部専門家を活用

して学校を支援する取組、学校ネットパトロール等への支援

・重大事態等発生時の指導助言体制の強化

（現状調査や現地支援を行うため職員を派遣）

④ＳＮＳ等を活用した相談体制構築事業
・いじめを含め、様々な悩みを抱える児童生徒に対するＳＮＳ等

を活用した相談体制の構築を支援（30箇所）する。

2019年度予算額(案) 6,885百万円

(前年度予算額 6,360百万円)
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幼児教育の振興

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、幼児教
育に係る保護者負担の軽減を段階的に推進してきた。今般「経済財政運営と改革の基本方針2018」（2018年６月15日閣議決定）等を
踏まえ、2019年10月からの全面的な無償化措置を実施し、幼児教育無償化を一気に加速する。

１．幼児教育無償化の実施（幼稚園就園奨励費補助等）

背景

２．幼児教育実践の質向上総合プラン 3.1億円（2.5億円）

３．認定こども園施設整備交付金 34億円（22億円）

認定こども園の設置促進のため、認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策に要する経費の一部を補助し、子供を安心して育てることができる

体制の整備を促進する。 ※補正予算額（案）には一次補正予算額を含む。

背景幼児教育の無償化とあわせて、幼児教育の質の向上も極めて重要。2018年４月から実施された新しい幼稚園教育要領等を踏まえつ
つ、幼児教育の実践の更なる質の確保・向上を図る。

【新規】幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 148百万円
地方公共団体において、公私立幼稚園・保育所・認定こども園に対して一体的に域内全体の幼児教育の質の向上を図るため、担当部

局の教育・保育内容面に係る事務の一元化や幼児教育センターの設置等、幼児教育の推進体制を構築している都道府県及び市町村を対
象に、幼児教育アドバイザーの配置及びそれらを活用した研修支援、幼小接続の推進等に必要な費用の一部を補助する。
【新規】幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業 21百万円

幼稚園教諭免許状の上進のための免許法認定講習等の開設数が少ないことから、講習等の開設支援を通じて一種免許状の取得機会を
拡大し、幼稚園教諭の専門性の向上を図る。
【継続】幼稚園の人材確保支援事業 70百万円

幼稚園教諭の新規採用促進、離職防止・定着促進など、各地域における幼稚園の人材確保に向けた先導的な取組を支援し、有効な方
法を検証・普及する。
【新規】幼児教育の質向上のための評価実施支援事業 28百万円

幼稚園等が教育活動や園運営について評価し更なる質の改善を図るとともに、評価結果を踏まえた自園の現状等を保護者などに伝え
ていくため、自治体等が各園の評価の実施を支援するモデル的な取組を開発し普及する。

【新規】幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 41百万円
今後の教育課程の基準の改善等に向けた資料・データの収集や、小学校教育との接続、特別な支援を要する幼児への指導、家庭教育

との連携等、教育課題に対応した指導の在り方を調査研究する。（Society5.0時代の先端技術の活用を通じて、幼児の豊かな行動を引
き出す環境の構築や教師による適切な指導を支援するための実証研究を含む）

701億円（283億円）
※内閣府計上予算含む

2018年度補正予算額（案）108億円

2019年度予算額(案) 762億円 ※内閣府計上予算含む

(前年度予算額 324億円)
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● 大学入学者選抜改革推進委託事業： １億円（２億円）

● 「大学入学共通テスト」準備事業： ２１億円 （１３億円）

大
学
入
学
者
選
抜
改
革

共
通

テ
ス
ト

改
革

● 大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）「高大接続改革推進事業」 ：７億円（１２億円）
入
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● 高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業： １億円（１億円）

学力の３要素を育成す
る 高 等 学 校 教 育

高等学校までで培った力を
更に向上させ、社会へ送り
出 す 大 学 教 育

（関連予算を含む）

※ 上記のほか、基盤的経費において、個別大学の入学者選抜改革等の取組を支援（国立大学法人運営費交付金、私学助成（私立大学等改革総合支援事業））。
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高大接続改革の推進

高等学校現場のＰＤＣＡサイクルの構築に向け、「高校生のための学びの基礎診断」の測定ツールの出題内容や難易度等に関する調査研究及
び、新学習指導要領への対応を踏まえた対象教科・科目等の在り方に関する調査研究を実施する。

高等学校や社会との円滑な接続のもと、三つの方針（「卒業認定・学位授与の方針」「教育課程編成・実施方針」「入学者受入れの方針」）に基づ
き、入口から出口まで質保証の伴った大学教育を実現するため、アクティブ・ラーニング、学修成果の可視化、入試改革・高大接続、長期学外学修プロ
グラム、卒業時における質保証の取組の強化を図り、大学教育改革を一層推進する。

「大学入学共通テスト」を円滑に実施するため、大学入試センターにおいて、これまで実施した試行調査の結果等を基に、記述式問題の作問・採点や
実施運営等に関する方針の策定をはじめとした「大学入学共通テスト」の企画検討、記述式問題の採点等に対応したシステムの構築、教科「情報」の
導入検討及びＣＢＴを活用した試験の研究開発等に係る必要経費について支援を行う。

個別選抜において、ＩＣＴを活用することで新学習指導要領を踏まえた「主体性等」の評価を、より実質的かつ効果的・効率的に行える環境を構築
するため、大学等がコンソーシアムを組み、高等学校・教育委員会等とも連携して調査書の電子化を一斉に進めるための環境整備、次期指導要録
下における評価の在り方等に係る研究・開発を行い、その成果を発信・普及する。

期待される効果 変化の激しい社会を生き抜き、新たな価値を創造していく人材の輩出

背景・課題

○ グローバル化、情報化の進展や生産年齢人口の急減などの社会構造の急激な変化に対応するため、「学力の３要素」

（※１）を育成し評価していくことが必要。（※１： ①知識・技能の確実な習得、②（①を基にした）思考力・判断力・表現力、③主

体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度）

○ 「未来投資戦略2018」（2018年６月15日閣議決定）、「統合イノベーション戦略」（2018年６月15日閣議

決定）に基づき、ＡＩ時代に対応した人材育成のために、 新学習指導要領に対応した情報科目の設定を含む大学入

学共通テストの科目再編の検討を開始し、早期に方向性を示すことを目指し、コンピュータ上で実施する試験（ＣＢＴ）など

の試験の実施方法等の検討を進める。

学力の３要素を多面的・総合的
に評価する大学入学者選抜

高大接続改革

2019年度予算額(案) 60億円

(前年度予算額 58億円)
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在外教育施設の戦略的な教育機能の強化

・日本人学校における派遣教師の充足率は低下している。他方、免許外指導、特別
支援教育、日本語指導など教育課題は増加している

・2015年8月、総務省行政評価において、グローバル人材育成強化に係る目標等の策
定、派遣教師確保方針の策定、都道府県等への派遣要請徹底等について勧告された

・2016年5月、在外教育施設における多様な課題対応を目的として、「在外教育施設
のグローバル人材育成強化戦略」をとりまとめた

・骨太の方針/成長戦略2018において、在外教育施設における教育機能の強化につ
いて提言

背景

１.日本人学校等の教育水準の向上

２.日本人学校等の地理的環境や機能を生か
した高度なグローバル人材の育成

３.特別な支援を要する児童生徒への対応等

目標

１．日本人学校等の教育水準の向上 ２．高度なグローバル人材育成

①派遣教師数の拡充
各都道府県から推薦された教師を日本人学校・補習授業校へ派遣

◆在外教育施設教員派遣事業等
派遣教師に対し、赴任・帰国旅費及び在勤手当等、都道府県等に対し、教師派遣
に係る経費（国内給与相当分）を交付
・派遣教師数(定数)1,274人→1,299人（25人増：現職16, シニア9）
・充足率 75％ → 7６％

②派遣教師の質の確保
在外教育施設派遣教員選考・研修、日本人学校等校長研究協議会の実施等

③助成
・在留邦人児童生徒への教材整備費、通信教育事業費に対する事業補助
・在留邦人児童生徒への教科書購入、高等学校等就学支援

④安全管理体制構築、教育支援
安全対策／補習授業校巡回指導

在外教育施設が有する人材や地理的環境を活かし、
高度なグローバル人材育成等先進的取組を促進

◆在外教育施設の高度グローバル人材育成拠点事業

＜プログラムのテーマ（例）＞
・「グローバルクラス」のカリキュラムを開発
・日本人学校の国際結婚家庭の児童や補習校に通う児
童のための日本語指導プログラムを開発

・日系人等に対して日本型教育や日本文化を発信

・特別支援教育／スクールカウンセラー巡回指導を実施

・特別支援教育相談体制を構築

◆在外教育施設の高度グローバル人材育成拠点事業［再掲］

特別支援教育遠隔指導プログラム

拡充

３．特別な支援を要する児童生徒への対応等

拡充

2019年度予算額(案) 17,630百万円

(前年度予算額 17,933百万円)
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アジア高校生架け橋プロジェクト

アジア諸国で日本語を学ぶ優秀な高校生を日本全国の高校に招聘。
日本の高校生と共に学び合い、国際交流を深める。＜今後５年間で1000人規模の交流を実現＞

○多くの日本の高校生が、海外に行かずして
国際交流を経験
→ 1クラス40人 × 1000人

＝ 40,000人が国際交流！

○海外の若者が日本の生きた「教育」、「文化」
等を体験

アジア諸国

■第２３回国際交流会議「アジアの未来」総理大臣スピーチ（2017.6.5） ＜抜粋＞

「日本語を学ぶアジアの高校生たちに、１０か月、日本で暮らせる機会を提供します。
規模は今後５年で１０００人。」

＜ポイント＞

☑ アジアの高校生を日本全国の高校に招聘

☑ 2019年度は200名を8カ月程度招聘

（2018年度は100名を6カ月招聘）

☑ 日本各地でホームステイや寮生活をしながら
日本の高校で勉強

☑ 休日には文化体験、地域交流、国内企業での
インターンシップ等

○日本の高校生の留学意欲や国際的素養の
向上

○日本とアジアの高校ネットワークの構築

○互いの国に精通したリーダー、架け橋となる
人材の育成

期待される効果

2019年度予算額(案) 417百万円

(前年度予算額 201百万円)
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（前年度予算額 XX百万円)

XX年度予定額 XX百万円

１．大学教育のグローバル展開力の強化

グローバル人材育成のための大学の国際化と学生の双方向交流の推進

2019年度予算額(案)：4,705百万円（前年度予算額： 5,470百万円）

（１）大学の体制の国際化

「スーパーグローバル大学創成支援事業」

我が国の高等教育の国際競争力の向上とグローバル人材の育成を図るため、
国際化を徹底して進める大学を支援。

（２）教育プログラムの国際化

「大学の世界展開力強化事業」

大学教育のグローバル展開力の強化を図るため、我が国にとって戦略的に重要な国・地
域との間で、質保証を伴った学生交流等を推進する国際教育連携やネットワーク形成の
取組を支援。

●スーパーグローバル大学創成支援 3,397百万円
37件（トップ型 13件／グローバル化牽引型 24件）（2014年度-2023年度）

●COIL型教育を活用した米国等との
大学間交流形成支援

<交流推進型/プラットフォーム型>
（2018年度-2022年度：10件）

●中南米等との大学間交流形成支援
（2015年度-2019年度：11件）

●アジア諸国等との大学間交流
の枠組み強化

（2016年度-2020年度：25件）

●ロシア、インド等との大学間交流
形成支援

<交流推進型/プラットフォーム型>
（2017年度-2021年度：11件）

●日－ＥＵ戦略的高等教育連携支援（新規）
<交流推進型/プラットフォーム型> （2019年度-2023年度：5件）

課題

２．大学等の留学生交流の充実

2019年度予算額(案)：34,375百万円（前年度予算額： 34,473百万円）

（１）大学等の留学生交流の支援等

意欲と能力のある若者全員に留学機会を付与し、日本人留学生の倍増（6万人
→12万人）を目指すため、若者の海外留学への機運醸成を図る留学促進キャン
ペーン「トビタテ！留学JAPAN」の活動を推進するとともに、学位取得目的の長期留
学支援の拡充等により、留学経費を支援する。
。
●大学等の海外留学支援制度 8,017百万円
<学位取得型> 大学院：252人 学部：78人→119人
<協定派遣型> 20,450人（渡航支援金1,640人を含む）
<協定受入型> 5,000人

●日本人の海外留学促進事業 83百万円

（２）優秀な外国人留学生の戦略的な受入れ

「留学生30万人計画」の実現に向け、海外での日本留学の魅力発信を強化するた
め、現地及び日本の関係機関と連携し、海外での渡日前から帰国後まで一貫した情
報発信・リクルーティングの支援など日本留学サポート体制の構築を推進する。

●日本留学への誘い、入り口（入試・入学・入国）の改善 1,033百万円
・日本留学海外拠点連携推進事業 6拠点

リクルーティング機能から帰国後のフォローアップまで一貫した、オールジャパンの日本留学サ
ポート体制を実現するため、各拠点の活動の強化を図る。

●受入れ環境づくり、卒業・修了後の社会の受入れ推進 24,037百万円
・国費外国人留学生制度 11,276人

・留学生受入れ促進プログラム 7,800人

・留学生就職促進プログラム 12拠点

2019年度予算額(案) 3,397百万円
(前年度予算額 4,000百万円)

2019年度予算額(案) 1,308百万円
(前年度予算額 1,470百万円)

2019年度予算額(案) 8,100百万円
(前年度予算額 8,114百万円)

2019年度予算額(案) 26,275百万円
(前年度予算額 26,359百万円)
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背景・課題

事業概要

事業成果

・あらゆるセクターを牽引する卓越した博士人材の育成
・持続的に人材育成・交流及び新たな共同研究が持続的に展開される拠点創出

→ 大学院全体の改革の推進

◆ 第4次産業革命の推進、Society5.0の実現に向け、学術プレゼンスの向上、新産業の創出、イノベーションの推進等を担う様々な分野で
活躍する高度な博士人材（知のプロフェッショナル）の育成が重要

◆ 優秀な若者が産業界・研究機関等の教育に参画し、多様な視点を養うことが重要であり、機関の枠を超えた連携による高度な大学院教育
の展開が重要

◆ また、優秀な日本人の若者が博士課程に進学せず、将来において国際競争力の地盤沈下をもたらしかねない状況に対応する必要

卓越大学院プログラム

【目的】◆ 各大学が自身の強みを核に、海外トップ大学や民間企業等の
外部機関と組織的な連携を図り、世界最高水準の教育・研究力
を結集した5年一貫の博士課程学位プログラムを構築

・ それぞれのセクターを牽引する卓越した博士人材の育成

・ 人材育成・交流、共同研究の創出が持続的に展開される
卓越した拠点の形成

【対象領域】
● 国際的優位性、卓越性を有する領域
● 文理融合、学際、新領域
● 新産業の創出に資する領域
● 世界の学術の多様性確保への貢献が期待される領域

・各大学が養成する具体的な人材像を連携機関と共有し、
4領域を組み合わせてプログラムを構築

・プログラム構築に当たっては、大学本部の強力なコミットメント
を通じ、大学が総力を挙げて取り組む → 大学院改革につなげる

― 事業期間：７年間 財政支援（2018年度～2026年度）
※４年目の評価において個別プログラムの評価に加え、事業全体としての

評価も行い、８年目以降の取り扱いについて検討

― 選定件数・単価：
（2018年度採択：継続) 15件 × 306百万円
（2019年度採択：新規） 8件（予定）× 341百万円

※ 各大学は、初年度から企業等からの外部資金をはじめとする一定の
学内外資源を活用するとともに、事業の進捗に合わせ学内外資源を増加

2019年度予算額(案) 74億円

(前年度予算額 56億円)
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社会人向けプログラムの新規開発・拡充

社会人学習者への支援強化

○ 社会人向け情報アクセスの改善
（社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究：17百万円（11百万円））

• プログラムの開設状況、各種支援制度の情報へ効果的にアクセスできる情報発信ポータルサイトを整備
• 見本市等イベントを活用した社会人との接点の創出によるモデルの実践研究

○ 専修学校リカレント教育プログラムの開発 (専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト：315百万円）(新規)

・ 短期の学びを中心に、分野を超えたリカレント教育プログラムの開発
・ eラーニングを活用した講座の開催手法の実証 ・リカレント教育の実施運営体制の検証

上記のほか、社会人の組織的な受入れを促進する大学等への経常費補助、職業実践的な教育を行う「専門職大学」等の設置（2019年度開学予定）を実施。

リカレント教育等社会人の学び直しの総合的な充実

○ 放送大学の実務型プログラム等の充実 （放送大学学園補助金：7,631百万円（7,643百万円）)

・ 実務型講座（データサイエンス等）を含む映像コンテンツの充実 ・ 過去の科目を精選しリメイクを施したアーカイブ映像の配信

○女性の学びとキャリア形成の一体的支援
（男女共同参画推進のための学び・キャリア形成支援事業：32百万円（37百万円））

• 男女共同参画センター等でのリカレント教育を活用して、女性が復職・再就職しやすい環境整備の在り
方を検討

• 実践的な職業教育や起業教育、就労支援等を総合的に提供するプラットフォームを形成
• 学びの入り口へ誘導するために効果的な広報の方法・内容等の検証（2019年度より追加実施）

上記のほか、高校卒業資格の取得に向けた学習支援の促進（学びを通じたステップアップ支援促進事業）を実施。

○ Society 5.0に対応した実践的プログラムの開発等 （Society5.0に対応した高度技術人材育成事業：1,292百万円（1,070百万円））

・ 産学連携による実践的な教育ネットワークを形成 ・ セキュリティ等のＩＴ技術者のスキルアップ・スキルチェンジのための短期プログラムの開発・実施
・ 社会人の学び直しを含む実践的な教育を支える実務家教員を育成・活用するシステムを構築

2019年度予算額(案) 9,296百万円

(前年度予算額 8,760百万円)

大学・専修学校のプログラムの新規開発・拡充や、社会人学習者への支援の強化を、関係省庁との連携によって推進することにより、
「実践的なプログラムが不足」「時間がない」「費用がかかる」など社会人が抱える課題を解消し、リカレント教育の総合的な充実を図る。

☆大学・専修学校の実践的短期プログラムの認定
• 学校教育法施行規則の改正により、履修証明制度の最低時間を現行の

120時間から60時間へ引下げ、文部科学大臣の認定対象を拡大（大学・
大学院「職業実践力育成プログラム」(BP) 、2019年度に開講予定）

• 専修学校について、社会人向け短期プログラムを対象とする大臣認定を創設
（ 「キャリア形成促進プログラム」、2019年度に開講予定）

⇒ 受講者の学習費用の軽減につながるよう、 認定講座をさらに充実

○ 学びを通じた地域社会参画の推進
（学びを通じた社会参画の推進に関する実証研究事業：9百万円（新規））

• 地域の多様な主体との連携・協働により、社会的に孤立しがちな人々の学
びを通じた地域社会への参画を社会教育部署が核となって促進する取組
の在り方を検討
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切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実

○切れ目ない支援体制整備充実事業 1,796百万円 （1,600百万円）
〔補助率１／３〕（拡充）

2016年の障害者差別解消法の施行、発達障害者支援法の改正等を踏まえ自治
体等の切れ目ない支援体制整備に向けた取組に対して経費の一部を補助。
◆特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの

切れ目ない支援体制整備
特別な支援を必要とする子供について、就学前から就労に至るまでの切れ目

ない支援体制の整備を促すため教育部局と福祉・保健・医療・労働等の関係部局
が連携し一貫した支援体制を構築する地域を支援する。

◆特別支援教育専門家配置（拡充）
医療的ケアのための看護師 1,500人⇒1,800人（＋300人）

○学校における医療的ケア実施体制構築事業 59百万円 （ 59百万円）
学校において高度な医療的ケアに対応するため、医師と連携した校内支援体制

の構築や、医療的ケア実施マニュアル等の作成など、医療的ケア実施体制の充実
を図る。

○発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業
213百万円 （ 280百万円）

◆発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業 等
小・中・高等学校等における発達障害を含む障害のある児童生徒等に対する

特別支援教育の体制充実のため通級による指導の担当教員に対する研修体制
を構築するとともに、必要な指導方法について調査研究等を行う。

○学校と福祉機関の連携支援事業 10百万円 （新規）
障害のある子供に対する、一貫した支援の提供に資するため、学校と障害児通

所支援事業所の効率的かつ効果的な連携の在り方について調査研究を行う。

○発達障害に係る教員・支援人材専門性向上に係る検討会議の設置等
【国立特別支援教育総合研究所運営費交付金の内数】 （新規）

教育や福祉の分野において、発達障害者支援にあたる人材が身に着けるべき
専門性を整理し、指導的立場になる者に対する研修の在り方の検討等を行う。

○特別支援教育就学奨励費負担等 12,164百万円（11,567百万円）（拡充）〔補助率１／２〕
○国立特別支援教育総合研究所運営費交付金、施設整備費補助金 1,083百万円（ 1,087百万円）
○特別支援教育の充実の観点から、通級による指導担当教員の基礎定数化による教職員定数の改善を着実に実施

○学校施設整備(特別支援学校の教室不足解消のための補助、公立学校のバリアフリー化) 〔補助率１／３等〕

（上記以外の施策：就学支援・教職員定数の改善・学校施設整備）

○特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 45百万円 （50百万円）
特別支援教育を担当する教員の専門性の向上を図るため、特別支援学校教諭

免許状等取得に資する取組や特別支援学校教員等に対する専門的な研修を実
施する。

○学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・指導方法の改善・充実
139百万円 ( 104百万円)（拡充）

教科書等の作成や新学習指導要領の周知・徹底等を着実に実施するとともに、
改訂を踏まえた特別支援学校における学習・指導方法の改善・充実を図るための
実践研究等を行う。

○学校における交流及び共同学習を通じた障害者理解（心のバリアフリー）の
推進事業 51百万円 ( 86百万円)
教育委員会等が主体となり、学校において、障害のある子供とない子供との交

流及び共同学習の機会を設け、各教科やスポーツ、文化・芸術活動等を教育課
程に位置づける等、障害者理解の一層の推進を図る。

○学習上の支援機器等教材活用促進事業 25百万円 (20百万円)（拡充）
教員が障害の状態や特性を理解した上で、適切な支援機器等教材を選定・活

用するために必要な指標及び支援機器の活用に伴う学習評価の研究等を行う。

○高等学校段階における入院生徒に対する教育保障体制整備事業
26百万円 (新規)

主に高校教育段階の入院生徒等に対する、教育保障体制の整備について調
査研究を実施する。

○教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進
プロジェクト 210百万円 ( 146百万円) （拡充）

発達障害や視覚障害等のある児童生徒が十分な教育を受けられる環境を整備
するため、教科書デジタルデータを活用した音声教材等に関する効率的な製作方
法や高等学校等における拡大教科書の普及促進、教材の活用に関するアセスメ
ント等についての実践的な調査研究等を実施する。

等

2019年度予算額(案) 2,586百万円

(前年度予算額 2,398百万円)
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高校生等への修学支援

○高等学校等の授業料及び授業料以外の教育費に充てるために、

高等学校等就学支援金や高校生等奨学給付金を支給することで、

家庭の教育費負担の軽減を図り、もって教育の機会均等に寄与する。

目的・目標

○家庭の経済状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して

教育を受けることができるよう、家庭の教育費負担の軽減を図ることが

喫緊の課題。

背景説明

◆ 低所得世帯（生活保護世帯・非課税世帯）の授業料以外の教育費負担を

軽減するため、高校生等奨学給付金により支援を行う。

※授業料以外の教育費とは、教科書費、教材費、学用品費、通学用品費、入学学用品費、

教科外活動費など

成果、事業を実施して、

期待される効果
家庭の経済事情にかかわらず、希望する質の高い教育を受けられる社会の実現

◆ 2019年度予算案

・非課税世帯 全日制等（第１子）の給付額の増額

（国公立：＋1,900円 私立：＋9,500円）

高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）
139億円（133億円）

◆ 都道府県が行う高校生等奨学給付金事業に対して、国がその経費を一部補助する。

（国庫補助率１／３）

◆ 家庭の教育費の負担が大きい15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合は

給付額を増額。

高等学校等就学支援金等
3,734億円（3,708億円）

◆ 高等学校等に在籍する生徒に対して、授業料に充てるため、高等学校等就学支援金を支給

（学校設置者が代理受領）。

◆ 年収約910万円（道府県民税所得割額と市町村民税所得割額の合算額 507,000円）

未満の世帯の生徒等が対象。

◆ 対象となる学校種は、国公私立の高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校

（高等部）、高等専門学校（１～３年生）、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び

各種学校のうち国家資格者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの）を置くもの、各

種学校のうち告示指定を受けた外国人学校、海上技術学校。

◆ 私立高校等に通う低所得世帯の生徒については、授業料負担が大きいため、所得に応じて就学

支援金を1.5～2.5倍した額を上限として支給。

※年収は両親のうちどちらか一方が
働き、高校生１人（16歳以上）、
中学生１人の４人世帯の目安。

実際は[ ]で示した道府県民税所
得割額と市町村民税所得割額の合算
額（両親分の合算）で判断。

237,600円

118,800円

393,524円

(私立高校の授業料
平均額(2016))

約270万
[0円 非課税]

約350万
[85,500円]

(公立高校授業料)

約590万
[257,500円]

約910万
[507,000円]

297,000円

178,200円

授
業
料 1.5倍

2.5倍

私立高校等のみ加算

2倍

高等学校等就学支援金（年額：118,800円）

2.5倍

1.5倍

年収(円）※

2019年度予算額(案) 3,873億円

(前年度予算額 3,841億円)

世帯区分

生活保護受給世帯
全日制等・通信制

国公立 32,300円 私立 52,600円

80,800円 89,000円
↓(＋1,900円） ↓(＋9,500円）

82,700円 98,500円
非課税世帯

全日制等（第２子以降）
※15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合

国公立 129,700円 私立 138,000円

非課税世帯
通信制 国公立 36,500円 私立 38,100円

給付額（年額）

非課税世帯
全日制等（第１子）

国公立 私立
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意欲と能力のある学生・生徒が、経済的理由により進学を断念することがないよう、安心して学ぶことができる環境を整備することが重要。
このため、 ①給付型奨学金制度の着実な実施

②無利子奨学金の希望者全員に対する貸与の着実な実施 など、大学等奨学金事業の充実を図るとともに、
③新たな高等教育費の負担軽減方策の実施準備 を進める。

大学等奨学金事業の充実
2019年度予算額(案) 1,272億円

(前年度予算額 1,161億円)

区分 無利子奨学金 有利子奨学金

貸与人員

５６万４千人
※2017年度に拡充した新規貸与者4.4万

人の枠を引き続き拡充
〔他被災学生等分１千人〕

７６万５千人

事業費
３，７１５億円（１３１億円増）

〔他被災学生等分９億円〕
６，７６２億円（９億円減）

うち
一般会計等

政府貸付金（一般会計） １，０２９億円

財政融資資金 ５０億円
財政融資資金 ６，６９４億円

貸与月額
学生が選択

（私立大学自宅通学の場合）

２、３、４、５．４万円

学生が選択
（大学等の場合）

２～１２万円の１万円単位

貸与
基準

2019年度

採用者

学力

・高校評定平均値
３．５以上（予約採用時） 等

＜住民税非課税世帯の学生等＞

・成績基準を実質的に撤廃

①平均以上の成績
②特定の分野において特に優秀な

能力を有する
③学修意欲がある

家計
家計基準は家族構成等による（子供１人～３人世帯の場合）

一定年収（700～1,290万円）以下 一定年収（870～1,670万円）以下

返還期間

卒業後２０年以内
＜所得連動返還を選択した場合＞

・卒業後の所得に応じて変動

卒業後２０年以内
（元利均等返還）

返還利率 無 利 子

上限３％（在学中は無利子）

（２０１８年１１月貸与終了者）

利率見直し
０．０１％

利率固定
０．３３％

＜2019年度予算案＞

2018年度から本格的に開始した制度を着実かつ安定的に実施

【制度概要】

◇対 象：非課税世帯で、一定の学力・資質要件（※に示すガイドライン
を基に各学校が定める基準）を満たす学生を高校等が推薦

※①各学校の教育目標に照らして十分に満足できる高い学習成績を
収めている者

②教科以外の学校活動等で大変優れた成果を収め、各学校の教育
目標に照らして概ね満足できる学習成績を収めている者

③社会的養護を必要とする生徒等であって、特定の分野において
特に優れた資質能力を有し、又は進学後の学修に意欲等があり、
進学後特に優れた学習成績を収める見込みがある者

◇給 付 額：（国公立・自宅） 月額２万円

（国公立・自宅外／私立・自宅） 月額３万円
（私立・自宅外） 月額４万円

※国立大学・国立高等専門学校等で授業料減免を受けた場合は減額
※児童養護施設退所者等には別途24万円の入学一時金

◇給付人員：41,400人〔うち新規 20,000人〕
（2018年度：22,800人）

新たな高等教育費の負担軽減方策の実施に向けた準備

2020年度に予定する、新たな高等教育費の負担軽減方策に含まれる給付型
奨学金の拡充に向けた準備を行うための体制を整備する。

事
業
概
要

②無利子奨学金の希望者全員に対する貸与の着実な実施

無利子奨学金事業費：3,715億円（131億円増）

③新たな高等教育費の負担軽減方策の実施準備 3億円（新規）
2020年度に予定する新たな高等教育費の負担軽減方策の円滑な実施に向けて、都道府県におけ
る事務処理体制の構築等の所要の準備に係る経費を措置

①給付型奨学金制度の着実な実施 基金：140億円（35億円増）
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日本人と外国人が共に暮らし発展する共生社会の実現

外国人受入れ拡大に対応した日本語教育・外国人児童生徒等への教育の充実

Ⅱ.外国人児童生徒等への教育の充実
2019年度予算額(案) 549百万円 (前年度予算額 265百万円)

（１）共生社会の実現に向けた外国人児童生徒の教育の充実

（２）外国人に向けた漏れのない教育機会の提供

Ⅰ.生活者としての外国人に対する日本語教育の充実
2019年度予算額(案) 804百万円 (前年度予算額 221百万円)

（１）外国人に対する日本語教育機会の提供

○地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進 497百万円 (新規)
・都道府県・政令指定都市が、

関係機関等と有機的に連携し
つつ行う、日本語教育環境を
強化するための総合的な体制
づくりを推進する。

○日本語教室空白地域解消の推進等
140百万円（50百万円）

・日本語教室の開設されていない市区町村に住む外国人のため、日本語教育の
ノウハウを有していない自治体を対象としたアドバイザーの派遣、インター
ネット等を活用した日本語学習教材（ICT教材）の開発等を実施。

○日本語教育の先進的取組に対する支援等 90百万円（128百万円）
・NPO法人や公益法人等が行う、日本語教室の教育上の課題や広域的活動に伴

う課題等を解決するための先進的取組への支援等を実施。

（２）日本語教育人材の確保等

○日本語教育人材の質の向上 63百万円（28百万円）
・文化審議会国語分科会がとりまとめた「日本語教育人材の

養成・研修における教育内容」等の普及のため、大学や日
本語教育機関等の行う養成・研修カリキュラムの開発等を支援。

○日本語教育のための基盤的取組の充実 14百万円（15百万円）
・①日本語教育に関するポータルサイト(NEWS)の運用、②日本語教育関係者

が情報共有等を行う日本語教育大会等の開催、 ③調査研究の実施。

■この10年で、小学校、中学校、高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒数（2016年:4.4万人(1.8万人増)）及びそれ以外の国内の日本語学習
者数（2017年:24万人(7.6万人増)）は大幅に増加。

■こうした状況に加えて、深刻な人手不足を踏まえ、入管法等が改正され、新たな在留資格「特定技能」が創設（2019年４月施行）。
■外国人の受入れ拡大に向け、外国人が教育・就労・生活の場で円滑にコミュニケーションできる環境を整備するため、日本語教育・外国人児童生徒等

に向けた教育の充実を図る。

○日本語の指導を含むきめ細かな支援の充実 289百万円（168百万円）
・日本語指導補助者や母語支援員の活用による指導体制の構築など、自治体が

公立学校で行う外国人児童生徒等への支援体制の整備に対する支援を行う。

○多言語翻訳システム等ICTを活用した支援の充実 20百万円（新規）
・きめ細かな就学相談や充実した日本語指導を実施するため、多言語翻訳シス

テム等ICTを活用した支援を行う。

○教員等の資質能力の向上 12百万円（12百万円）
・外国人児童生徒等教育を担う教員等の資質能力の向上を図るために、教育委

員会・大学等が実施すべき研修内容等をまとめた「モデル・プログラム」を
開発・普及する。

○外国人高校生等に対するキャリア教育等の充実 100百万円（新規）
・高校やNPO等が中心となり、企業やボランティアなどの地域の関係団体等と

連携し、外国人の高校生等に対する包括的な支援を行う取組を支援。

○定住外国人の子供の就学促進事業 80百万円（43百万円）
・日本語の基礎的な学習機会等を提供し、公立学校等への就学に

必要な支援を学校外において実施する自治体を補助。

○夜間中学における就学機会の提供推進 46百万円（36百万円）

・夜間中学に通う生徒の約８割が外国籍の者であること等を踏まえ、夜間中学の設置
促進と、夜間中学の教育活動の充実や受け入れる生徒の拡大を図るための調査研
究等を行う。

（文化庁委託事業による
地域の日本語教室の例）

都道府県
政令指定都市
（国際交流協会）

総括コーディネーター

総合調整会議

地域コーディネーター
（※担当地域を設定）

・・・

関係機関・団体等

〈連携・協力〉

地域の

日本語
教室

地域の

日本語
教室

・・・

【関連施策】 外国人留学生の国内就職支援

・ 留学生就職促進プログラム 370百万円（362百万円）
・ 専修学校グローバル化対応推進支援事業 196百万円（195百万円）
・ 日本留学海外拠点連携推進事業 450百万円（310百万円）

2019年度予算額(案) 1,353百万円

(前年度予算額 486百万円)

31



新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業

• 2018年6月：Society 5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会「Society 5.0に向けた人材育成 ～ 社会が変わる、
学びが変わる ～」を取りまとめ。

「Society5.0の時代において、人間としての強みを発揮していくためには、全ての子供たちが、基礎的読解力や数学的思考
力など基盤的な力を確実に習得することが重要。その際、学校においてAI等の先端技術（いわゆる「EdTech」を含む）
を効果的に活用することにより、全ての子供たちに対し、一人一人の進度や能力、関心に応じて最適化された学び（「公
正に個別最適化された学び」）を提供できる可能性。」

• 2018年11月：「新時代の学びを支える先端技術のフル活用に向けて ～柴山・学びの革新プラン～」を公表。

「学びの質を高め、すべての児童生徒にこれからの時代に求められる資質・能力を育成するためには、新学習指導要領の
着実な実施やチームとしての学校運営の推進が不可欠。その中核を担う教師を支え、その質を高めるツールとして先端技
術には大きな可能性。」

「戦略的開発・実証領域」の例
１．一人一人の能力や適性、学習状況（スタディ・ログ）に応じた学びの個別最適化及び教師の指導の充実に向けた

先端技術の活用。
２．エビデンスに基づいた学校改善及び域内の教育施策の改善等に資するデータや先端技術の活用。

2019年度予算額(案) 257百万円

（新規）

事業概要

• 教師支援のツールとしてビッグデータの活用などによる児童生徒の学習状況に応じた指導の充実。

• 指導力の分析・共有、研修への活用などによる授業改善など教師の資質能力の向上。

• 小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等を対象とし、これまで実施していた「次世代学校支援モデル構築事業」の取
組も活用しつつ、学校現場と企業等との協働により、学校教育において効果的に活用できる先端技術の導入について実証。
その際、提案者 (学校設置者) の創意工夫の幅を保ちつつ、広く現場のニーズ・課題を反映した開発・実証となるよう、文部
科学省が「戦略的開発・実証領域」を設定。

• 事業成果を全国へ普及・展開することにより、学校教育の質の向上を図る。

これらを踏まえ、新時代の学びにおける先端技術の導入について実証的取組を実施。
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背景 課題

今後５年間ほどでアドバンスト・ラーニング・ネットワークを形成した拠点校を全国に50校程度配置し、将来的にＷＷL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアムへとつなげる

WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
2019年度予算額(案)   113百万円

（新規）

アドバンスト・ラーニング・ネットワークのイメージ

高等学校と関係機関をつな
ぎ、カリキュラムを研究開発す
る人材（カリキュラムアドバイ
ザー）等の配置

国際会議の開催等により、プロジェクトが効果的に
機能するよう高校間のネットワークを形成

事業概要
◆将来、イノベーティブなグローバル人材を育成するため、高等学校等と国内外の
大学、企業、国際機関等が協働し、高校生へより高度な学びを提供する仕組みを
構築するとともに、テーマ等を通じた高校生国際会議の開催等や高等学校のアドバ
ンスト・ラーニング・ネットワークの形成により、WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コ
ンソーシアムにおける拠点校を目指す。

これまでのスーパーグローバルハイスクール（SGH）事業などの取組の実績を活用

✓ グローバルな社会課題研究（SDGs、経済、政治、教育、芸術等のテーマ）の
カリキュラム開発。

✓ 外国語や社会科学等の複数の教科を融合し、テーマと関連した融合科目
「グローバル探究」等の学校設定教科・科目の設定。

✓ テーマと関連した国内外の高校生が参加する「高校生国際会議」等の日本開催。
✓ 短期・長期留学や海外研修をカリキュラムの中に体系的に位置づけ。
✓ 海外からのハイレベル人材を受け入れ、日本人高校生と留学生が一緒に授業・

探究活動等を履修。
✓ 大学教育の先取り履修を単位認定する取組（科目等履修生制度を活用）な

ど高大接続による高度かつ多様な科目内容のプログラムを用意。
✓ コミュニケーション能力を重視した外国語（複数外国語含む）の先進的な

授業を実践。
✓ ICTの活用による海外との連携の強化。
✓ 国内外の高校とのネットワークの構築。
✓ 外国語によるテーマと関連した課題研究論文を作成。

✓ 教員研修、セミナー等の実施。

具体的な取組（例）

文理分断からの脱却 文理両方を学ぶ高大接続改革

大学教育の先取り履修を単位認定する取組なども含めた高度かつ多様な
科目内容を、生徒個人の興味・関心・特性に応じて、履修可能とする高校
生の学習プログラム/コースを「WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソー
シアム」として創設する。高校生６万人あたり１か所を目安に、各都道府県
で国公私立高校等を拠点校として整備し、すべての高校生が選抜を経てオ
ンライン・オフラインで参加可能とする。これにより、国内外のトップ大学等にも
入学できるようなグローバル・イノベーティブ人材を育成する。また、海外からの
ハイレベル人材を受け入れ、日本人高校生と留学生が一緒に英語での授
業・探究活動等を履修することとする。

「Society 5.0に向けた人材育成 ～社会が変わる、学びが変わる～」
文部科学大臣懇談会報告書（2018年6月5日）より

Society 5.0に向けたリーディング・プロジェクト

Society5.0に向けた人材育成

 委託事業：委託先（都道府県市教育委員会、国立大学法人、学校法人：管理機関）
 対象学校：国公私立高等学校及び中高一貫教育校（研究開発の対象は小・中学校からも可能）
 指定期間：原則3年（3年目の評価に応じて延長可）
 指定校数：10校程度（幹事校1校程度）
 支援金額：年間経費支援額は1,000万円程度／件（研究開発内容や対象生徒など規模に応じて）

【世界高校生水会議2018年7月】
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地域との協働による高等学校教育改革推進事業

【プロフェッショナル型】
〈専門学科中心10校程度〉

地域の産業界等との連携・協働による実践
的な職業教育を推進し、地域に求められる人
材を育成

～特徴・取組例～
・地域の特産物の付加価値を高め安定的な食料生産

により地域の発展を担う人材を育成
・ものづくりに関する専門的な技術を身に付け、地

場産業を支える人材を育成 など

標準スキームを踏まえつつ、地域の実情や人材ニーズに応じた取組を展開

2019年度予算額(案) 251百万円

（新規）

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人材の育成に向けた教育改革を推進するため、
「経済財政運営と改革の基本方針2018」や「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自治体、高
等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進する
ことで、地域振興の核としての高等学校の機能強化を図る。

地域ＮＰＯ

産業界
社会教育機関
（公民館等）

大学・
専修学校等

小中学校等

高等学校

地域

高等学校

✔地域における活動を通じた探究的な学びの
実現（新高等学校学習指導要領への対応）

✔学校の中だけではできない多様な社会体験

・地域との協働による活動を学校の活
動として明確化

・専門人材の配置等、学内における実施
体制を構築

コンソーシアム

✔高校生のうちに地元地域を知ることにより、
地元への定着やＵターンが促進される

✔地域の活動に高校生が参画することにより、
地域活力の向上へ貢献

・将来の地域ビジョン・求める人材像の
共有や協働プログラムの開発

・学校と地域とをつなぐコーディネー
ターを指定

高校生と地域課題のマッチングを効果的に行うためのコンソーシアムを構築

【地域魅力化型】
〈普通科中心20校程度〉

地域課題の解決等を通じた学習を各教
科・科目や学校設定科目等において体系
的に実施するためのカリキュラムを構築
し、地域ならではの新しい価値を創造す
る人材を育成

～特徴・取組例～
・地域との連携に係る教科横断的な単位を設定
・衰退しつつある地域の振興方策を地域との連

携により研究・実践 など

【グローカル型】
〈学科共通20校程度〉

グローバルな視点を持ってコミュニティー
を支える地域のリーダーを育成。

～特徴・取組例～
・グローバルな社会課題研究のカリキュラム研究開発
・海外研修等をカリキュラムの中に体系的に位置づけ
・海外からの留学生を受け入れるなど外国人生徒と一緒

に授業・探究活動等を履修
・コミュニケーション能力を重視した外国語（複数外国語

含む）の先進的な授業を実践 など

市町村
（首長・教育委員会等）
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Society 5.0に対応した高度技術人材育成事業

背景
産学が連携し、社会人学び直しプログラムを含む実践的な教育とそれらを支える実務家教員を育成・活用するシステムを構築することで、人材不足

が深刻化しているサイバーセキュリティ人材等の情報技術人材やデータサイエンティストなど我が国の成長を牽引する人材育成を促進。

① 成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成(enPiT)

➢ 産学連携による課題解決型学習(PBL)等の実践的な教育の推進により、大学における情報技術人材の育成強化を目指す。

② 超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト育成事業

○学部学生に対する実践的教育の推進(enPiTⅡ） ○IT技術者の学び直しの推進(enPiT‐Pro)

・大学間連携により、PBL中心の実践的な教育を実施
・教育ネットワークを構築し、開発した教育方法や知見を

全国に普及

・情報科学分野を中心とする高度な教育(演習・理論等)を提供
・短期の実践的な学び直しプログラムを開発・実践
・セキュリティ等の特に人材不足が深刻な分野の学び直しの推進

➢ 産官学による実践的な教育ネットワークを構築し、文系理系を問わず、様々な分野へデータサイエンスの応用展開を図り、
それぞれの応用分野でデータから価値を創出し、ビジネス課題に答えを出す人材(データサイエンティスト)を育成する。

○データサイエンティスト育成のための実践的教育の推進

・必要となるビッグデータの提供、実課題によるPBL（共同研究）やインターンシップ等から
なる教育プログラムを開発・実践

・データサイエンスを学ぶ必要に駆られた社会人の学び直しの場を提供し、Off-JTの産官共同
実施の機会やコミュニティ形成を醸成

ベンダー企業

大学

ユーザー企業

学術機関

拠点大学

（運営拠点：１拠点×40,476千円、分野別中核拠点：４拠点×97,200千円） （５拠点×61,567千円）

（５件×46,769千円）

※Off-JT：Off-the-Job Training（職場外でのセミナーや講義による研修）

③ 持続的な産学共同人材育成システム構築事業～リカレント教育等の実践的教育の推進のための実務家教員育成・活用システムの全国展開～

➢ 大学等において、企業等を超えたオープンイノベーションを促進するため、リカレント教育や実務家教員育成に関する
産学共同教育の場やプログラムを提供。持続的に社会の要請に応えられる産学共同人材育成システムの構築。

・実務家教員の質・量の充実のため、実務家教員を育成するための研修プログラムを開発・実施
・研修プログラム修了者を実務家教員の候補者として大学等に推薦
・実務家教員のマッチングを行う人材エージェントの仕組を構築

429百万円 308百万円

234百万円

321百万円【新規】

新規

（中核拠点：４拠点×65,000千円、人材エージェント等運営経費：1件×61,000千円）

2019年度予算額(案) 1,292百万円

(前年度予算額 1,070百万円)
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○ 拠点大学（６大学）による文系理系問わない全学的な数理・データサイエンス教育及び拠点大学で形成するコンソーシアムによる標準カリキュラム・教材の作成を実施

し、全国の大学へ普及・展開。

○ 数理・データサイエンス教育の全国展開を加速化するため、協力校の設置による教員不足の解消等に取り組むとともに、産官学による推進体制を整備し、全ての
学生が数理・データサイエンス教育を受けられる環境の構築に向け必要な取組を推進。

コンソーシアム（幹事校東京大学）
・標準カリキュラム、教材の作成による全国展開

拠点大学（2017年整備（北海道、東京、滋賀、京都、大阪、九州）
・自大学における全学的な数理・データサイエンス教育
・地域や分野の拠点としての普及啓発活動（ＦＤ活動等）

≪① 拠点大学とコンソーシアムにおける取組の着実な推進≫（継続）
○文系の学生に対しても実装可能なものを含む、複数のレベルを想定した標準カリキュラム（スキ

ルセット、参照基準（注））を開発し、全国の大学へ展開

○全国の大学で活用できるオンライン教材を開発

○各拠点大学において全学的な数理・データサイエンス教育を先行的に推進

≪② 協力校の設置による全国の大学への普及・展開の加速化≫（新規）
○協力校の設置により、標準カリキュラムを活用した複数のレベルを想定した数理・データサイエンス教

育モデルの構築や、教えることのできる教員を増やすための地域の核となったＦＤ活動を実施

➣文系の学生向けなど複数のレベルに対応した実践モデルの構築
協力校において、拠点大学及びコンソーシアムの成果を活用し、数理・データサイエンス教育を自大

学の体系的な教育の中に取り込む

・オンライン教材と演習等を組み合わせた授業の構築

・全学教育と専門基礎科目・専門科目の連携等を考えながら自大学の教育へのカスタマイズを実施

・上記取組の成果をコンソーシアムにフィードバックし、他大学にも活用可能な実践モデルとして蓄積

➣地域の核となったFD活動、指導への立ち会い等を通じた人材ネットワークの拡大
数理・データサイエンスを教えることのできる教員を増やすため、拠点校と連携したFD活動や、大学

横断の人材交流等を実施

・拠点校に加え協力校において、他学部・他大学の教員や学生等に、数理・データサイエンス教育の専

門的な指導に立ち会える機会を提供し、数理・データサイエンス教育人材エコシステムを構築

・上記取組の成果をコンソーシアムにフィードバック

② 協力校の設置による全国の大学への
普及・展開の加速化

① 拠点大学とコンソーシアムにおける取組の着実な推進

協力校

FD活動等を通じた実施モデルの普及

オンライン教材の活用

全国の大学へ普及

≪③ 数理・データサイエンス教育の認定の仕組みの構築≫
○産業界のニーズを踏まえた教育プログラムの認定により、採用活動における学修成果活用等へつなげる仕組みの構築に向け、プログラム認定の仕組みや採用活動等にお

ける活用の在り方について検討

大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化
2019年度予算額(案) 9億円

(前年度予算額 6億円)

※国立大学法人運営費交付金の内数

（注） スキルセット：理解している必要がある基本的な項目を羅列したもの
参照基準 ：スキルセットそれぞれの項目についてすべての学生が身につけるべき基本的な素養や、学修成果の評価方法
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2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等における日本代表選手のメダル獲得に
向けて、各競技団体が行う日常的・継続的な強化活動及び2020年東京大会等で活躍
が期待される次世代アスリートの発掘・育成などの戦略的な強化について、オリンピック競技
とパラリンピック競技の一体的な支援を実施する。

【2020年東京大会に向けたJOCの目標】
➢ 金メダル獲得数30個

基盤的強化

2020年東京大会、2022年北京大会等に向けて、各競技団体が日常的・継続的に行う
強化活動を支援。

◆国内外強化合宿

◆チーム派遣・招待 ◆コーチ等の設置等

戦略的強化

◆次世代トップアスリートの育成・強化

◆競技力強化を支える人材育成とネットワーク構築

◆強化戦略プランの実効化支援

・ 有望アスリート海外強化支援
・ 次世代ターゲットスポーツの育成支援
・ 女性アスリートの強化支援
・ アスリートパスウェイの戦略的支援

・ ハイパフォーマンス統括人材の育成支援
・ ハイパフォーマンスセンターネットワークの構築

・ オリンピック・パラリンピック競技の
統合強化支援

2020年東京大会等
メダル獲得

競技団体

強化戦略プラン

Plan

Do

Check

Action

【2020年東京大会に向けたJPCの目標】

➢ 金メダルランキング7位以内

2020年東京大会等で活躍が期待される次世代アスリートの発掘・育成の支援や、ハイパフォーマンス
に関する取組全般を統括する人材等の育成を支援するなど戦略的な支援を実施。

Photo by 有限会社エックスワン（JPC提供） Photo by JOC（JOC提供）

Photo by AFLO SPORT
（JOC提供）

Photo by 有限会社エックスワン（JPC提供）

競技力向上事業
2019年度予算額(案) 100億円

(前年度予算額 96億円)
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◆2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針（2015年11月27日 閣議決定）
④メダル獲得へ向けた競技力の強化

公益財団法人日本オリンピック委員会及び公益財団法人日本障がい者スポーツ協会日本パラリンピック委員会の設定したメダル獲得目標を踏まえつつ、日本人アスリートが、大会
において最高のパフォーマンスを発揮し、過去最高の金メダル数を獲得するなど優秀な成績を収めることができるよう、トップアスリート及び次世代アスリートの育成・支援のための戦略的
な選手強化、競技役員など国際的に活躍できる人材の育成、スポーツ医・科学、情報分野の多方面からの専門的かつ高度な支援体制の構築に努めるとともに、オリンピック競技と
パラリンピック競技の一体的な拠点構築を進める。特に、パラリンピック競技については、基盤の強化をはじめ、大会の成功に向けた重層的な支援を講ずる。

トップアスリートが、同一の活動拠点で集中的・継続的にトレーニング・強化活動を行うため、パラリンピック競技の使用を想定したナショナルトレーニングセンター
（ＮＴＣ）を整備し、オリンピック競技とパラリンピック競技の共同利用化を図る。

【概 要】

➢ 建設地：東京都北区西が丘（ハイパフォーマンスセンター隣接地）

➢ 施設概要

◆整備年次計画

◆拡充施設の完成イメージ図

◆整備の概要

施設 規格等

共用体育館 (1)42m×23ｍ　弾性床材

【オリンピック競技】 (2)42m×23m　フローリング

バスケットボール、バレーボール、バドミントン、テコンドー (3)～(4)44m×24m　フローリング

【パラリンピック競技】

車椅子バスケットボール、シッティングバレーボール、バドミント

ン、テコンドー、ボッチャ、ゴールボール、パワーリフティング、ウィ

ルチェアーラグビー

水泳（競泳）トレーニング施設 50m×10レーン　　水深3m

卓球トレーニング施設 コート数：24～28面

射撃トレーニング施設 50ｍ（25m）：15射座　　10m：25射座

フェンシングトレーニング施設 30ピスト（ファイナル対応3）

アーチェリートレーニング施設 12標的

宿泊施設 ツイン32、コネクティング12、シングル34、和室4

食堂 座席数約90席程度（車椅子対応含む）

※(3)(4)については間仕切りを収納し88m×44m

の大空間として利用可能

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

基本設計

実施設計

整備工事
トレーニング期間

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・

パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

競
技
大
会階数 建築面積 延床面積 建物高さ

地下1階、地上6階 10,183㎡ 29,956㎡ 30.4m

2019年度予算額(案) 25億円

(前年度予算額 36億円)

2018年度第２次補正予算額(案) 60億円

ナショナルトレーニングセンターの拡充整備
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文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け、より魅力あるものにすべく“磨き上げ”る取組を支援し、観光イン

バウンドに資するコンテンツ作りを進めるとともに、先端技術を駆使した効果的な発信を行い、観光振興・地域経済の活性化の好循

環を創出する。

○「日本博」を契機とした文化資源による観光インバウンドの拡充 3,466百万円（新 規）

文化庁を中心とした関係府省庁や地方自治体、文化施設、民間団体等の関係者の総力を結集した大型国家プ

ロジェクトである「日本博」の開催を契機として、各地域が誇る様々な文化観光資源を一年間を通じて体系的に創

成・展開するとともに、国内外への戦略的広報を推進し、文化による「国家ブランディング」の強化、「観光インバウ

ンド」の飛躍的・持続的拡充を図る。

１．魅力ある文化資源コンテンツの創出・展開 7,859百万円(1,250百万円)

２．文化資源を活用した観光インバウンドのための拠点形成と国際的発信

9,248百万円(8,533百万円)

文化資源の“磨き上げ”による好循環の創出

（第３代将軍徳川家光による後水尾天皇への饗応を

再現）

（ＡＲ技術を使用した多言語解説）

○Living History(生きた歴史体感プログラム)事業 3,474百万円(新 規)

文化財に新たな付加価値を付与し、より魅力的なものとするための取組(Living History)を支援することなどによ

り、文化財の活用による地域活性化の好循環の創出を行う。また、訪日外国人観光客が多く見込まれる「日本遺

産」や「世界文化遺産」などにおいて、地域全体で魅力向上につなげる一体的な整備や公開活用のためのコンテ

ンツの作成等を行うことで、観光拠点としての更なる磨き上げを図る。

○日本が誇る先端技術を活用した日本文化の魅力発信 2,060百万円(新 規)

訪日外国人観光客の玄関口である主要な空港等及び観光地において、文化財を始めとする日本固有の文化

資源を先端技術を駆使した効果的な発信を行い、消費の拡大と滞在体験の満足度向上を図る。また、日本文化の

多様な魅力・コンテンツに関する情報入手を容易にする文化遺産・コンテンツバンクの構築にも取り組む。

○文化財多言語解説整備事業 1,000百万円(500百万円)

訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させるため、文化財に対して多言語で先進的・高次元

な言語解説を整備する事業を、観光施策と連携させつつ実施。

○産業と文化の連携による市場創出 223百万円(191百万円)

産業界と文化関係者の戦略的な枠組みを構築し、文化振興を通じた新たな市場形成に貢献する。また、我が

国のアート市場の活性化と我が国アートの国際発信を強化する。

等

等

2019年度予算額(案) 17,106百万円

(前年度予算額 9,783百万円)
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文化芸術立国に向けた文化芸術の創造・発展と人材育成

３．我が国の文化芸術の創造力向上と新たな価値の創出 10,350百万円(9,092百万円)

○日本文化の発信・交流の推進

舞台芸術など我が国の優れた文化芸術の国際的発信を戦略的に行い、各分野における国際文化交流を推進するなど、我が国の芸術水準と
日本ブランドの価値の向上を図る。 等

２．新たな時代に対応した文化芸術人材の育成及び 8,175百万円(8,227百万円)
子供たちの文化芸術体験の推進

○新進芸術家等の人材育成 1,597百万円(1,684百万円)

才能豊かな新進芸術家等に、海外の大学や統括団体等における実践的な研修の機会を提供すること
等により、次代を担い、世界に通用する芸術家等を育成する。

○文化芸術による創造性豊かな子供の育成 6,578百万円(6,543百万円)

学校・地域において文化芸術により、子供たちの豊かな感性・情操や創造力等を育むため、質の
高い文化芸術や地域の伝統文化に触れる機会の充実を図る。

・文化芸術による子供育成総合事業

・伝統文化親子教室事業 ≪子供たちの鼓体験≫

１．文化芸術創造活動への効果的な支援 6,092百万円(5,984百万円)

○舞台芸術創造活動活性化事業 3,287百万円(3,287百万円)

舞台芸術創造活動に対し、分野の特性に応じた最適できめ細やかな助成システムを推進することにより、我が国芸術団体の水準
向上と、より多くの国民に対する優れた舞台芸術鑑賞機会の提供を図る。

○日本映画の創造・振興プラン 1,164百万円(1,084百万円)

日本映画を振興するため、多様な日本映画の製作や国際共同制作など創造活動の促進、国内外の映画祭等における積極的な発信・展開を
通して映画関係者・団体等の交流を推進する。

○メディア芸術の創造・発信プラン 1,005百万円( 981百万円)

メディア芸術の創造及び発信を促進するため、メディア芸術祭の開催、若手クリエイターの創作活動の支援、世界的なフェスティバルと
の連携による海外発信を行う。また、メディア芸術作品のアーカイブ化を推進し所蔵情報等の整備を実施する。

等

2019年度予算額(案)   24,617百万円

(前年度予算額 23,303百万円)
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≪国宝東照宮陽明門≫
2018年度に修理完了

２．文化財の公開活用、伝承者養成、鑑賞機会の充実等 12,862百万円（ 8,801百万円）

文化財を次世代へ確実に継承するために、修理・整備や防災・防犯対策、修理技術者の育成等を支援するとともに、世界文化遺産・

日本遺産をはじめ地域の文化財の総合的活用など文化財を活用した地域活性化の取組を支援する。

≪選定保存技術 茅葺≫
茅葺技術の研修

１．文化財の適切な修理等による継承・活用等 38,937百万円（ 38,579百万円）

３．文化財防衛のための基盤の整備（再掲） 24,778百万円（ 24,193百万円）

文化財の確実な継承に向けた保存・活用の推進

○文化財を支える伝統の技伝承基盤強化プラン 552百万円(   448百万円)

文化財の保存技術や用具・原材料を次世代に継承するため、現在の状況の実態把握、技の継承や原材料確保

等への支援、国内外への情報発信等を進める。

○適切な修理周期等による文化財の継承の推進 23,828百万円(23,325百万円)

適切な周期による文化財の修理・整備、災害や故意の毀損等から護るための防犯・防災対策等に対して補助を

行うとともに、文化財の散逸等防止のため、文化財の買上げを行う。

○国立アイヌ民族博物館の整備等 3,017百万円(1,471百万円)

アイヌ文化復興等のナショナルセンターとして整備される民族共生象徴空間の中核施設の一つである博物館

(2020年４月開館予定)を北海道白老町に引き続き整備するとともに、運営準備を進める。

○無形文化財の伝承・公開等 1,398百万円(1,381百万円)

重要無形文化財及び選定保存技術の保持者、保持団体等が行う伝承者養成及び文化財修理技術者の人材育

成、原材料・用具の確保等や、重要無形民俗文化財の保護団体等が行う伝承者養成や用具の修理に対して補助

等を行う。

○美術工芸品の保存修理等 1,149百万円(  1,132百万円)

材質が脆弱で経年による風化や材質疲労等による損傷が進行した国宝・重要文化財(美術工芸品)の修理、防災

施設等に対する補助を行う。

○建造物の保存修理等 12,569百万円(12,197百万円)

国宝・重要文化財(建造物)を次世代に継承するための修理や、自然災害等から護るための防災施設等の整備、

耐震対策等に対する補助を行う。

等

等

等

2019年度予算額(案) 51,799百万円

(前年度予算額 47,380百万円)
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Cyber × Physical ⇒ Society 5.0

未来社会の実現に向けた先端研究の抜本的強化
概要

未来社会実現の鍵となる革新的な人工知能、ビッグデータ、IoT、ナノテク・材料、光・量子技術等の先端的な研究開発や戦略的な融合研究を推進するとともに、
大学等において情報科学技術を核にSociety 5.0の実現に向けた実証研究を加速する拠点を形成。

ナノテクノロジー・材料科学技術 光・量子技術

Society5.0 実現に向けた拠点支援
○Society 5.0実現化研究拠点支援事業 701百万円（700百万円）
 Society 5.0実現に向けては、「自立分散」する多様なもの同士を新たな技術革新を

通じて「統合」することが大きな付加価値を産むため、眠っている様々な知恵・情報・
技術・人材をつなげ、イノベーションと社会課題の解決をもたらす仕組みを世界に先
駆けて構築することが必要。

 知恵・情報・技術・人材が高い水準でそろう大学等において、組織の長のリーダー
シップの下、情報科学技術を核として様々な研究成果を統合しつつ、産業界、自治
体、他の研究機関等と連携して
社会実装を目指す取組を支援し、
Society 5.0の実証・課題解決の
先端中核拠点を創成する。

知恵 人材 技術 情報
IT等トップ人材

専門人材・高度外国人材

最先端技術
基盤技術

AI/IoT/ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ優れた基礎研究力の
強化・活用

○戦略的創造研究推進事業（一部）（科学技術振興機構）

5,487百万円 （5,513百万円）
 人工知能やビッグデータ等における若手研究者の独

創的な発想や、新たなイノベーションを切り開く挑戦的
な研究課題を支援。

○革新知能統合研究センター（理化学研究所）

3,051百万円 （3,051百万円）
 世界最先端の研究者を糾合し、革新的な基盤技術の

研究開発や我が国の強みであるビッグデータを活用し
た研究開発を推進。

 総務省や経済産業省等の関係府省等との連携により、
実社会などの幅広い“出口”に向けた応用研究、社会
実装までを一体的に推進。

一体的に実施

○材料の社会実装に向けたﾌﾟﾛｾｽｻｲｴﾝｽ構築事業
（Materealizeﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 306百万円（新規）

 産学官が連携した体制を構築し、マテリアル（物質・材
料・デバイス）を作り上げていくそれぞれの過程で生じる
諸現象を科学的に解明し、その制御技術からプロセス設
計までを一気通貫で取り組むことで、マテリアルを社会
実装につなげるプロセスサイエンスの構築
（Materealize）を目指す。

AIP：人工知能 / ﾋ゙ｯｸ゙ﾃ゙ ﾀー /  IoT / ｻｲﾊ゙ ｾーｷｭﾘﾃｨ統合プロジェクト

○エンジニアリング・ネットワーク（理化学研究所） 330百万円（新規）

 基礎研究段階から実用化段階まで、科学者・技術者が分野を越えて柔軟に連携で
きる組織横断的なネットワークを強化することで、未来社会における諸課題への対
応を見据えた「脳×AI」（環境と相互作用しながら未知を克服する新たなロボティク
ス技術開発）等の先駆的・戦略的な融合研究を推進。

○数理創造プログラム（理化学研究所） 196百万円（120百万円）

 学問領域の新機軸を切り拓き超スマート社会（Society5.0）の枢要な基盤技術を支
える数理科学の推進体制を分野横断的・総合的に強化することで、異分野融合及
び新領域創出を促進し、先端科学の深化や産業の高度化等につなげていく。

先駆的・戦略的な融合研究

○光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）
2,195百万円（ 2,200百万円）

 世界的に産学官の研究開発競争が激化する量子
科学技術（光・量子技術）について、①量子情報処
理（主に量子ｼﾐｭﾚｰﾀ・量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ）、②量子計測・
ｾﾝｼﾝｸﾞ、③次世代ﾚｰｻﾞｰを対象とし、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾃﾞｨﾚｸ
ﾀｰによるきめ細かな進捗管理によりﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟによる
実証を目指す研究開発を行うFlagshipﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄや、
基礎基盤研究を推進し、日本の優れた量子科学技
術の基礎研究をいち早くｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝにつなげ、「生産
性革命」に貢献する。

○革新的材料開発力強化プログラム（M-cubeプログ
ラム） 4,673百万円（1,906百万円）

※臨時・特別の措置を含む
 物質・材料研究機構において、①産業界と大学等を結ぶ

オープンプラットフォームの形成、②国内外の優れた若
手研究者等の招聘や革新的センサ・アクチュエータの研
究開発を中核とした国際研究拠点の構築、③最先端設
備やデータプラットフォーム等の世界最高水準の研究基
盤の整備を、スマートラボラトリ化と併せ行い、材料開発
力を強化し、イノベーション創出や国土強靭化に貢献。

固体量子センサ

（ダイヤモンドNVセンタ）

アト秒パルスによる
電子状態の観測

超伝導量子ビット

CPS型次世代レーザー加工

2019年度予算額(案) 64,121百万円

(前年度予算額 60,139百万円)

※運営費交付金中の推計額含む

2018年度第２次補正予算額(案) 2,638百万円
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NMR

レーザー

大型放射光施設「SPring-8」
Ｘ線自由電子レーザー施設「SACLA」

共用プラットフォーム

スーパーコンピュータ「京」
大強度陽子加速器施設

「J-PARC」
特定先端大型研究施設の共用の
促進に関する法律に基づき指定

放射光施設
生命科学や地球・惑星科学等の基礎研究から新規材料
開発や創薬等の産業利用に至るまで幅広い分野の研究
者に世界最高性能の放射光利用環境を提供し、学術的
にも社会的にもインパクトの高い成果の創出を促進。

国家基幹技術として整備されてきたＸ線自由電子レーザーの
性能（超高輝度、極短パルス幅、高コヒーレンス）を最大限に
活かし、原子レベルの超微細構造解析や化学反応の超高速
動態・変化の瞬時計測・分析等の最先端研究を実施。

世界最高レベルの大強度陽子ビームから生成
される中性子、ミュオン等の多彩な２次粒子
ビームを利用し、素粒子・原子核物理、物質・
生命科学、産業利用など広範な分野において
先導的な研究成果を創出。

9,721百万円※1（9,909百万円※1）
6,906百万円※2（7,019百万円※2）

10,123百万円（12,649百万円） 10,924百万円（11,057百万円）

※1 SACLA分の利用促進交付金を含む
※2  SPring-8分の利用促進交付金を含む

我が国が世界に誇る最先端の大型研究施設の整備・共用を進めることにより、産学官の研究開発ポテンシャルを最大限に発揮するための
基盤を強化し、世界を先導する学術研究・産業利用成果の創出等を通じて、研究力強化や生産性向上に貢献するとともに、国際競争力
の強化につなげる。

スーパーコンピュータ「京」を中核とし、多様な利用者のニーズ
に応える革新的な計算環境（ＨＰＣＩ：革新的ハイ
パフォーマンス・コンピューティング・インフラ）を構築し、その
利用を推進することで、我が国の科学技術の発展、産業
競争力の強化、安全・安心な社会の構築に貢献。

36,292百万円（ 39,254百万円）

最先端大型研究施設

新たな共用システム

研究開発基盤を支える設備・機器共用
及び維持・高度化等の推進

～研究開発と共用の好循環の実現～

最先端大型研究施設の整備・共用

人材育成共通基盤技術の開発 民間活力の導入等

2019

(

2018

科学的にも産業的にも高い利用ニーズが見込まれ、研究力強
化と生産性向上に貢献する、次世代放射光施設（軟X線向
け高輝度3GeV級放射光源）について、官民地域パートナー
シップにより、加入金全額のコミットメントを得た上で施設整備
に着手する。

官民地域パートナーシップによる
次世代放射光施設の推進

1,326百万円（234百万円）

我が国が直面する社会的・科学的課題の解決に貢献し、世界を先導
する成果を創出するために、システムとアプリケーションを協調的に開発
（Co-design）することにより、世界最高水準の汎用性のあるスーパー
コンピュータの実現を目指す。2021～22年の運用開始を目標にシステム
の製造・調整に着手する。

ポスト「京」の開発

9,910百万円（5,630百万円）
【2018年度第2次補正予算額（案）：20,860百万円】

【2018年度第2次補正予算額（案）：1,835百万円】

2019年度予算額(案) 47,665百万円

(前年度予算額 45,254百万円)

2018年度第２次補正予算額(案) 22,695百万円

Society 5.0を支える世界最高水準の

大型研究施設の整備・利活用の促進
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科学技術イノベーション・システムの構築

「組織」対「組織」の本格的産学官連携を通じたオープンイノベーションの加速により、企業だけでは実現できない飛躍的なイノベーションの創出を実現する。また、
大学等の研究シーズを基に、地域内外の人材・技術を取り込みながら、地域から世界で戦える新産業の創出に資する取組を推進するほか、民間の事業化ノウハ
ウを活用した大学等発ベンチャー創出の取組等を推進する。加えて、経済・社会的にインパクトのある出口を明確に見据え、挑戦的な目標を設定したハイリスク・ハ
イインパクトな研究開発を推進する。さらに、個別の産学官連携施策について、マネジメント重視等の観点で見直しを実施する。

背景

オープンイノベーション促進システムの整備

革新的研究成果による本格的産学官連携の推進

➢ 10年後の社会像を見据えたチャレンジングな研究開発を産学官がアンダーワンルーフで実施する拠点への支援や、全
国の優れた技術シーズの発展段階に合わせた最適支援等、様々な手段により本格的な産学官連携を推進。

・センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム ・研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）

地方創生に資するイノベーション・エコシステムの形成

➢ 地域の競争力の源泉（コア技術等）を核に、社会的インパクトが大きく地域の成長にも資する事業化プロジェク
ト等を推進。また、自治体、大学等が中心となって地域の社会課題を科学技術イノベーションにより解決し、未来
社会ビジョンの実現を目指す取組を支援。これらにより、イノベーション・エコシステムの形成を推進。

・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム ・科学技術イノベーションによる地域社会課題解決(INSPIRE)【新規】

ベンチャー・エコシステム形成の推進

➢ 強い大学発ベンチャー創出の加速のため、起業に挑戦しイノベーションを起こす人材を育成するとともに、創業前
段階からの経営人材との連携等を通じて、大企業、大学、ベンチャーキャピタルとベンチャー企業との間での知、人
材、資金の好循環を起こし、ベンチャー・エコシステムの創出を促進。

・次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT） ・大学発新産業創出プログラム（START）

➢ 大学改革とも連携し、企業の事業戦略に深く関わる大型共同研究の
集中的なマネジメント体制の構築や非競争領域における複数企業との
共同研究、人材育成を一体的に推進することにより、我が国のオープン
イノベーション加速に必要となる大学における体制の整備等を支援。

・オープンイノベーション機構の整備
・産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム(OPERA) 

➢ 国立研究開発法人を中核として､産学官の垣根を越えた人材糾合の場
(イノベーションハブ)の形成及びその機能強化を図るため､国立研究開発
法人の飛躍性ある優れた取組を選択的に支援･推進。

・国立研究開発法人オープンイノベーションハブの形成

5,036百万円（ 4,443百万円）

17,380百万円（ 18,379百万円）

5,074百万円（ 5,577百万円）

2,132百万円（ 2,141百万円）

ハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進
8,100百万円（5,500百万円）

（参考：2018年度第２次補正予算額（案）80,000百万円）

未来社会創造事業

ムーンショット型研究開発制度の創設

➢ CSTIが定める野心的目標（ムーンショット目標）
の下、関係府省が一体となり、より大胆な発想に
基づく挑戦的な研究開発を推進する
「ムーンショット型研究開発制度」を創設。

➢ 文部科学省は、共通基盤的な研究開発や萌芽的・
探索的な研究開発を実施。

2018年度第２次補正予算額（案）80,000百万円
2019年度予算額（案） 1,600百万円

6,500百万円 (5,500百万円）

➢ 経済・社会的にインパクトのあるターゲット（ハイイン
パクト）を明確に見据えた技術的にチャレンジングな
目標（ハイリスク）を設定し、民間投資を誘発しつつ、
多様な基礎研究成果を活用して、実用化が可能か
どうかを見極められる段階（概念実証：POC）を目
指した研究開発を実施。

2019年度予算額(案) 36,484百万円
(前年度予算額 35,004百万円)

※運営費交付金中の推計額含む

2018年度第２次補正予算額(案) 80,000百万円
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10年後を見据え、研究生産性の高い事業等について、若手研究者を中心に、リソースの重点投下・制度改革

：若手研究者

■ 共同利用・共同研究体制の機能強化による研究基盤の整備
・共同利用・共同研究拠点の評価に基づく改革の推進や国際共同利用・共同研究拠点の整備
・個々の大学での実施が困難な学術研究の大型プロジェクトの推進
・新分野創成・異分野融合等に向けた大学共同利用機関の機能強化 など

・科研費による研究について以下の取組を実施（科研費予算の内数）

①若手研究者の参画を必須とした国際共同研究種目を充実

②国外の研究機関に所属する優秀な若手研究者の応募を促進し帰国後の
研究を支援する「帰国発展研究」を充実

③海外渡航時の研究費の中断制度を導入し、帰国後の研究費を保障

海外渡航経験によるキャリアアップを後押し

あわせて、プロジェクト型競争的研究費により雇用される若手研究者がプロジェクト以外の自立的な研究活動を行う際の要件について考え方を整理

・若手研究者を支援する「さきがけ」
を充実、「ACT-X」を新設

戦略
目標

戦略
目標

共通ビジョン
・Society5.0の実現
・健康長寿社会の実現 等

戦略
目標

・世界の動向調査、産業界から
の意見聴取を強化

・目指すべき社会像を示したビジョンの下、
継続性を持って戦略目標を設定

・世界最先端科学技術の動向調査
を基に、新興・融合領域を強力に
開拓するため、領域数を拡充

【新規採択者数(見込み):約210人(約60人増)】

・若手研究者を中心とした種目を抜本的に強化

研究力向上加速プラン

42,444百万円(43,410百万円)

※運営費交付金中の推計額

2,395百万円(2,036百万円)

※運営費交付金中の推計額

・「海外特別研究員事業」の拡充【新規採用者数(見込み):約240人(約70人増)】

・「国際競争力強化研究員事業」の創設【111百万円(新規)、約14人】

海外渡航経験によるキャリアアップを後押し

・「卓越研究員制度」に帰国する海外トップクラスの研究者を対象とし
た特別枠を創設

■ 科研費による挑戦的な研究及び若手研究者への重点支援
科学研究費助成事業（科研費）：237,150百万円(228,550百万円)

（2018年度第２次補正予算額(案)： 5,000百万円）

46,034百万円(41,875百万円)

※運営費交付金中の推計額を含む

■新興・融合領域への取組を格段に強化
～戦略的創造研究推進事業～

■ 海外で研さんを積み挑戦する機会の
抜本的拡充

【若手研究者の新規採択者数（見込み）：12,000人以上（2,000人以上増）】
※補正予算も含めた見込みの人数

2019年度予算額(案) 328,022百万円

(前年度予算額 315,871百万円)

※運営費交付金中の推計額含む

2018年度第２次補正予算額(案) 5,000百万円
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研究者

ポスドク

大学院

大学

高等学校

小中学校

◆スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援事業
2,219百万円（2,219百万円）

◆次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）
384百万円（357百万円）

◆特別研究員事業 15,627百万円（15,857百万円）

◆科学技術人材育成のコンソーシアムの構築 272百万円（1,242百万円）

◆プログラム・マネージャーの育成・活躍推進 117百万円（140百万円）

◆ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ

1,008百万円（989百万円）

◆特別研究員(ＲＰＤ)事業
930百万円（930百万円）

◆女子中高生の理系進路
選択支援プログラム

43百万円（45百万円）

研究と出産・育児等のライフイベントとの両
立や女性研究者の研究力向上を通じた
リーダーの育成を一体的に推進するダイ
バーシティ実現に向けた大学等の取組を
支援。

科学技術、理科・数学への更なる関心向上、
優れた素質を持つ生徒の発掘・才能の伸長。

国際科学技術コンテスト

優秀な若手研究者に対する主体的な研究機会の提供

イノベーションの担い手となる多様な人材の育成・確保

我が国を牽引する若手研究者の育成・活躍促進

◆卓越研究員事業 1,756百万円（1,668百万円）
優れた若手研究者が産学官の研究機関において安定かつ自立した研究環境を得て自主的・自立
的な研究に専念できるよう、研究者及び研究機関に対する支援を実施。

◆グローバルサイエンスキャンパス事業 419百万円（514百万円）

先進的な理数系教育を実施する高等学校等をSSHに指定し、支援。

女子中高生の理系分野への興味・関心
を高め、適切に理系進路を選択すること
が可能となるよう、地域で継続的に行わ
れる取組を推進。

◆ジュニアドクター育成塾 240百万円（210百万円）

◆データ関連人材育成プログラム 303百万円（252百万円）

理数・情報分野で特に意欲や突出した能力を有する全国の小中学生を対象に、
大学等が特別な教育プログラムを提供。

起業活動率の向上、アントレプレナーシップの醸成を目指し、我が国のベンチャー創出力
を強化。

優れた研究者が、出産・育児による研究
中断後に、円滑に研究現場に復帰でき
るよう、研究奨励金を支給し、支援。
(RPD: Restart Postdoctoral Fellowship)

◆世界で活躍できる研究者戦略育成事業 240百万円（新規）

◆テニュアトラック普及・定着事業 39百万円（66百万円）

我が国の研究生産性の向上を図るため国内外の先進事例の知見を取り入れ、世界トップクラスの
研究者育成に向けたプログラムを開発し、トップジャーナルへの論文掲載や海外資金の獲得等に向け
た支援体制など、研究室単位ではなく組織的な研究者育成システムを構築。

若手研究者等の育成・活躍促進

次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成

女性研究者の活躍促進

科学技術イノベーション人材の育成・確保

科学技術イノベーションを担う多様な人材の育成や活躍促進を図るための様々な取組を重点的に推進。

◆国際競争力強化研究員事業 111百万円（新規）

各学校段階における切磋琢磨の場

◆サイエンス・インカレ
65百万円

（54百万円）

◆研究人材キャリア情報活用支援（JREC-IN Portal）126百万円（125百万円）

若手研究者の世界トップクラスの大学等における挑戦的な研究や、国際的なネットワーク形成を支援。

若手研究者支援については、安定性と流動性の確保に取り組んだ「科学技術人材育成
のコンソーシアムの構築」（△970百万円）の成果等により、 特定の課題を実施するプロ
ジェクトで雇用された若手研究者に対する支援に、人材育成の要素を組み込む
（自由度の高い研究も一定程度可能とする等）といった制度的改善が他事業に展開。
これに加え、2019年度から実施する「研究力向上加速プラン」関連施策を通じて、若手
人材の育成や活躍促進を図る。

2019年度予算額(案) 24,699百万円

(前年度予算額 25,862百万円)

※運営費交付金中の推計額含む
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健康・医療分野の研究開発の推進

【精神・神経疾患】
精神・神経疾患の克服に向け、非ヒト霊長類研究等の我が国の強み

を生かし、ヒト脳の神経回路レベルでの動作原理等の解明を目指す。

○健康・医療戦略（2014年7月閣議決定）等に基づき、iPS細胞等による世界最先端の医療の実現や、 疾患の克服に向けた取組を推進するとともに、
臨床応用・治験や産業応用へとつなげる取組を実施。

○日本医療研究開発機構（AMED）における基礎から実用化までの一貫した研究開発を関係府省と連携して推進するため、文部科学省においては、
大学・研究機関等を中心とした医療分野の基礎的な研究開発を推進する。

世界最先端の医療の実現

【再生医療】
京都大学iPS細胞研究所を中核とした研究機関の連携体制を

構築し、関係府省との連携の下、革新的な再生医療・創薬を
いち早く実現するための研究開発を推進。

○再生医療実現拠点ネットワークプログラム 9,066百万円（8,993百万円）

○脳科学研究戦略推進プログラム・革新的技術による脳機能ネットワーク
の全容解明プロジェクト 6,662百万円（5,954百万円）

疾病領域ごとの取組

【ゲノム医療】
既存のバイオバンク等の研究基盤・連携ハブとしての再構築、大規模なコ

ホート研究等を実施し、疾患の個別化予防等の次世代医療の実現に向けた
基盤整備を推進。

○東北メディカル・メガバンク計画 （健常者コホート）
1,457百万円（1,360百万円）

臨床研究・治験への取組 その他の重点プロジェクト等

【感染症】
アジア・アフリカの海外研究拠点での疫学研究、BSL4施設を中核とした感

染症研究拠点への研究支援、創薬シーズの標的探索研究等を行う。

○感染症研究革新イニシアティブ 1,650百万円（1,580百万円）

実用化基礎研究

切れ目のない実用化支援

基礎

研究
応用研究

臨床試験

（治験）

審査

・承認

保険

適用

【橋渡し研究】
アカデミア等の優れた基礎研究の成果

を臨床研究・実用化へ効率的に橋渡しが
できる体制を我が国全体で構築し、より
多くの革新的な医薬品・医療機器等を持
続的に創出。

○橋渡し研究戦略的推進プログラム 4,982百万円（4,752百万円）

【がん】
がんの生物学的な本態解明に迫る研究等を推進して、画期的な治療法

や診断法の実用化に向けた研究を推進。

※日本医療研究開発機構による支援とともに、理化学研究所や量子科学技術研究開発機構等において、健康・医療を支える基礎・基盤研究を実施。

※日本医療研究開発機構に係る経費：総額608億円（復興特別会計を含む）

1,597百万円（1,584百万円）＜参考：復興特別会計＞

【バイオ創薬】
アカデミアの優れた技術シーズを用いて医薬品等に係る革新的な基盤技

術を開発するとともに、技術パッケージの確立により企業導出を目指す。

○先端的バイオ創薬等基盤技術開発事業 1,261百万円（新規）

【その他】
医薬品・医療機器開発、先端的な基礎研究、

老化メカニズムの解明・制御に向けた取組、
バイオリソースの整備、国際共同研究、産学連携の取組等を推進。

概 要

○次世代がん医療創成研究事業 3,651百万円（3,550百万円）

2019年度予算額(案) 85,372百万円
(前年度予算額 84,754百万円)

※復興特別会計に別途1,597百万円（1,584百万円）計上

※運営費交付金中の推計額含む
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1,017百万円（1,051百万円）

日本海溝沿い及び南海トラフ地震の想定震源域に整備したリアルタイム海底
地震・津波観測網を運用する。

➢ 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト

火山災害の軽減に貢献するため、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・
対策」の一体的な火山研究と火山研究者の育成・確保を推進する。

◆南海トラフ地震の想定震源域の西側（高知県沖～日向灘）に新たな海底地震・津波観測網を構築するとともに、既存の観測網
を着実に運用。

◆防災ビッグデータの収集・整備・解析を推進し、官民一体となった総合防災力向上を図る。
◆地震調査研究推進本部（地震本部）の地震発生予測（長期評価）に資する調査観測研究、南海トラフ地震等を対象とした調査

研究、先端的な火山研究と火山研究人材の育成・確保などを推進。
◆地震・火山・豪雨・豪雪等による各種災害に対応した基盤的な防災科学技術研究を推進。

➢ 基礎的・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進
9,189百万円（ 7,205百万円）

※臨時・特別の措置を含む
【2018年度第2次補正予算額（案）：407百万円】

国立研究開発法人防災科学技術研究所

○自然災害観測・予測研究
・地震・津波・火山の基盤的観測・予測研究
・基盤的地震・火山観測網の維持・運用

○減災実験・解析研究
・Ｅ－ディフェンス等を活用した社会基盤強靱化研究

○災害リスクマネジメント研究
・極端気象災害リスクの軽減研究
・自然災害のハザード評価に関する研究
・自然災害に関する情報の利活用研究 等

◀ＳＩＰ４Ｄ（基盤的
防災情報流通ネッ
トワーク）の活用

防災科学技術研究所において、地震・火山・豪雨・豪雪等による各種災害に
対応した基盤的な防災科学技術研究を推進する。特に豪雨災害等に対する
予測力・対応力・復旧力を総合的に向上させる研究開発等を推進する。

➢ 海底地震・津波観測網の構築・運用

南海トラフ地震は発生すると大きな人的、
経済的被害が想定されているが、想定震源
域の西側（高知県沖～日向灘）は海域のリア
ルタイム海底地震・津波観測網が整備されて
いない。

南海トラフ地震の解明と防災対策への活用
を目指し、当該地域に新たなケーブル式地
震・津波観測網を構築する。

2,631百万円（1,051百万円）

650百万円（ 650百万円）

自然災害に対する強靱な社会に向けた研究開発の推進

概要

・南海トラフ海底地震津波観測網の構築
1,614百万円（新規）

※臨時・特別の措置
【2018年度第2次補正予算額(案)：1,600百万円】

・海底地震・津波観測網の運用

➢ 首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト
456百万円（456百万円）

首都直下地震等への防災力を向上するため、
官民連携超高密度地震観測システムの構築、
構造物の崩壊余裕度に関するセンサー情報の収
集により、官民一体の総合的な災害対応や事業
継続、個人の防災行動等に資するビッグデータを
整備する。

また、IoT/ビッグデータ解析による情報の利活
用手法の開発を目指す。

（事業）
○地震調査研究推進本部関連事業 992百万円（ 954百万円)
○南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト 239百万円（ 281百万円)
○日本海地震・津波調査プロジェクト 311百万円（ 366百万円）

➢ 地震・津波等の調査研究の推進 1,542百万円 （ 1,600百万円）

地震調査研究推進本部による地震の将来予測(長期評価)に資する調査観測
研究等を実施する。特に、活断層の長期評価の高度化に向けた実証研究を行う。

加えて、甚大な被害を及ぼし得る南海トラフ地震、調査未了域である日本海側
の地震に関する調査研究を重点的に推進する。

線状降水帯➤
の雨雲構造

活断層の長期評価➤

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の設置図（イメージ）➤

2019年度予算額(案) 14,474百万円

(前年度予算額 10,969百万円)

2018年度第２次補正予算額(案) 2,007百万円
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クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現

エネルギー制約の克服・エネルギー転換・脱炭素化に挑戦し、温室効果ガスの大幅な排出削減と経済成長の両立や
気候変動への適応等に貢献するため、クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現に向けた研究開発を推進する。

概要

徹底した省エネルギーの推進

省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発 1,550百万円（1,440百万円）

電力消費の大幅な効率化を可能とする窒化ガリウム（GaN）等を
活用した次世代パワーデバイス、レーザーデバイス、高周波デバイスの実
現に向け、理論・シミュレーションも活用した材料創製からデバイス化・シ
ステム応用までの次世代半導体に係る研究開発を一体的に推進。

地球観測・予測情報を活用して環境・エネルギー問題に対応

気候変動適応戦略イニシアチブ 1,281百万円（1,330百万円）

気候変動に係る政策立案や具体の対策の基盤となる気候変動メカニズムの解明や高精
度予測情報の創出、ビッグデータを用いて地球規模課題の解決に産学官で活用できる地
球環境情報プラットフォームの構築・安定的運用（データ統合・解析システム（DIAS））、
地域における気候変動適応策の立案・推進に資する将来予測情報等の開発・提供を一
体的に推進。

独自の全球気候モデル

データ統合・解析システム
（DIAS）

温州ミカン栽培適地の将来変化

省エネルギーや再生可能エネルギー技術の開発等により環境・エネルギー問題に対応 長期的視点で環境・エネルギー問題を根本的に解決

○環境・エネルギー問題を根本的に解決するものと期待される核融
合エネルギーの実現に向け、科学技術先進国として、以下の国際
約束に基づくプロジェクトを計画的かつ着実に実施。

• 核融合実験炉の建設・運転を通じて、科学的・技術的実現可
能性を実証するITER計画

• 発電実証に向けた先進的研究開発を国内で行う幅広いアプロー
チ（BA）活動

ITER（国際熱核融合実験炉）計画等の実施
21,839百万円（21,939百万円）

JT-60SA

豊富な資源量と高い安全性
燃料（水素の同位体）の原子核同士
を超高温下で融合させるという、原発と
全く違う原理を活用

実験炉ＩＴＥＲ （フランスに建設中）

BA活動サイト（青森県六ヶ所村）

革新的な低炭素化技術の研究の推進

「エネルギー・環境イノベーション戦略」等を踏まえ、2050年の社
会実装を目指し、抜本的な温室効果ガス削減に向けた従来技術
の延長線上にない革新的エネルギー科学技術の研究開発を推進
するとともに、リチウムイオン蓄電池に代わる革新的な次世代蓄電
池やバイオマスから化成品等を製造するホワイトバイオテクノロジー
等の世界に先駆けた革新的低炭素化技術の研究開発を推進。

接合構造太陽電池充電中の電気自動車

未来社会創造事業 ハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進

「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域 854百万円（ 680百万円）

戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発 （ALCA）4,886百万円（5,003百万円）

【 2018年度第2次補正予算額(案) ： 279百万円】

【 2018年度第2次補正予算額(案) ： 366百万円】

2019年度予算額(案) 37,618百万円

(前年度予算額 37,716百万円)

※運営費交付金中の推計額含む

2018年度第２次補正予算額(案) 1,773百万円
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宇宙・航空分野の研究開発に関する取組

○先進光学衛星（ALOS-3）/先進レーダ衛星（ALOS-4）

宇宙基本計画等を踏まえ、「H3ロケット開発等の安全保障・防災(安全・安心)／産業振興への貢献」、「宇宙科学等のフロ
ンティアの開拓」、「次世代航空科学技術の研究開発」などを推進。

◆宇宙科学等のフロンティアの開拓

○宇宙ステーション補給機「こうのとり」(HTV)

国際宇宙ステーション（ISS）に大型貨物を運ぶ宇宙ス
テーション補給機「こうのとり」の着実な打ち上げを通じて、
我が国の国際的な責務を果たす。

15,850百万円（16,323百万円）

47,309百万円（42,238百万円）

○H３ロケット

運用コストの半減や打ち上げニーズへの柔軟な対応により、
国際競争力を強化し、自立的な衛星打ち上げ能力を確保。

2020年度に予定されている初号機打ち上げに向け開発を実施。

◆H3ロケットや次世代人工衛星等の安全保障・防災(安全・安心)
/産業振興への貢献

22,749百万円（21,242百万円）［10,306百万円］

68,094百万円 (72,952百万円)[24,729百万円]

1,623百万円（2,378百万円）［7,250百万円］

○イプシロンロケット高度化

打ち上げ能力の向上やH3ロケットの固体ロケットブースタやアビオニク
ス等をイプシロンへ適用するための開発等を実施。

1,340百万円（1,330百万円）

◆次世代航空科学技術の研究開発 3,710百万円（3,340百万円）

航空機産業における世界シェア20％を産学官の連携により目指す。
2025年までに以下の目標を達成するための基盤技術を獲得。

（安全性） 航空機事故の25％低減
（環境適合性）騒音を1/10に低減
（経済性）燃費半減

○光データ中継衛星（JDRS）

今後のリモートセンシング衛星の高度化、高分解能化に
対応するため、光データ中継衛星を開発。

5,110百万円（3,523百万円） ［6,040百万円］

○デブリ除去技術の実証ミッションの開発

スペースデブリの増加を防ぐために、世界初の大型デブリ除去の実証を
目指し、各要素技術の開発を行う。

303百万円（新 規）

○国際宇宙探査に向けた開発研究

米国が構想する月近傍の有人拠点(Gateway)への参画や、国際協力に
よる月への着陸探査活動の実施等について、我が国の技術的優位性や
波及効果を踏まえながら、国際調整や具体的な技術検討・技術実証を主
体的に進める。

○火星衛星探査計画（MMX）のフロントローディング

火星衛星の起源や火星圏の進化過程の解明を目的とした火星探査計
画について、火星の衛星からサンプルを採取して帰還する革新的ミッショ
ンの確実な実現を目的として、クリティカル技術の開発リスク低減活動（フ
ロントローディング）を実施。

538百万円（300百万円）

1,600百万円（100百万円）

燃費と環境負荷性能を大幅に改善するコアエンジン技術、フラップや
脚装置等について低騒音化を進めるための技術開発等を実施。

コアエンジン技術

燃焼器

エンジン技術実証設備技術実証用エンジン導入

タービン

広域かつ高分解能(分解能80cm)で観測可能な先進光学衛星を開発す
るとともに、超広域(観測幅200km)の被災状況の迅速な把握や、地震・火
山による地殻変動等の精密な検出のため、先進レーダ衛星を開発。

○宇宙状況把握(SSA)システム

スペースデブリ増加等に対応するため、防衛省等の関係府省と連携し
て、宇宙状況(SSA)システムを構築。

723百万円（1,791百万円）［1,133百万円］

※［］は補正予算案

2019年度予算額(案) 156,004百万円

(前年度予算額 154,504百万円)

※運営費交付金中の推計額含む

2018年度第２次補正予算額(案) 29,072百万円

JAXA総額 155,552百万円（154,026百万円）
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北極域研究の戦略的推進 南極地域観測事業

 南極地域観測計画に基づき、地球環境変動の解明に向け、地球の諸現象
に関する多様な研究・観測を推進する。

 南極観測船｢しらせ｣による南極地域（昭和基地）への観測隊員・物資等
の輸送を着実に実施するとともに、そのために必要な「しらせ」及び南極輸送
支援ヘリコプターの保守・整備等を実施する。

4,757百万円（5,064百万円）1,150百万円（1,101百万円）

 地球温暖化の影響が最も顕著な北極をめぐる諸課題に対し、我が国の強
みである科学技術を活かして貢献するため、国際共同研究の推進等に取り
組む。

 海氷下の観測を可能とする自律型無人探査機（AUV）に係る技術開発
を推進するとともに、研究のプラットフォームとなる北極域研究船の建造等に
向けた検討を進める。

海氷下を含む北極海観測システムのイメージ 南極観測船「しらせ」

海域で発生する地震及び
火山活動に関する研究開発

地球環境の状況把握と
変動予測のための研究開発

2,582百万円（3,569百万円）3,126百万円（2,580百万円）

 地球深部探査船「ちきゅう」や海底広域研究船「かいめい」等を活用し、海底

地殻変動を連続かつリアルタイムに観測するシステムを開発・整備するととも

に、海底震源断層の広域かつ高精度な調査を実施する。また、新たな調査・

観測結果を取り入れ、地殻変動・津波シミュレーションの高精度化を行う。さら

に、海域火山活動把握のための観測技術の開発を行う。

海底地殻変動観測システムイメージ

 漂流フロートによる全球的な観測、係留ブイ等による重点海域の観測、船舶

による詳細な観測等を組み合わせ、統合的な海洋観測網を構築するととも

に、得られた海洋観測ビッグデータを基に、自然起源と人為的起源による海

洋地球環境変動の把握及び将来予測を行い、地球規模の環境保全と

SDGs等に貢献するための科学的知見の提供を目指す。

海洋地球研究船「みらい」アルゴフロート 地球深部探査船「ちきゅう」 海底広域研究船「かいめい」

概要

海洋科学技術が、地球環境問題をはじめ、災害への対応を含めた安全・安心の確保、資源開発といった我が国が直面する課題と密接な関連
があることを踏まえ、関係省庁や研究機関、産業界等と連携を図りながら、海洋・地球科学技術分野の調査観測及び研究開発を推進する。

ニーオルスン観測基地（ノルウェー）

表層観測グライダー

※このほか、「ちきゅう」の定期検査に係る費用として4,220百万円を計上
（2019年度予算案957百万円、2018年度第2次補正予算案3,263百万円）

※

海洋・極域分野の研究開発に関する取組 ※復興特別会計に別途580百万円（645百万円）計上

※運営費交付金中の推計額含む

2019年度予算額(案) 37,768百万円

(前年度予算額 37,328百万円)

2018年度第２次補正予算額(案) 3,263百万円
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エネルギー基本計画等に基づき、施設の安全確保を大前提としつつ、原子力基盤技術開発や供用促進の取組、人材育成の基盤の維持・発
展、東京電力(株)福島第一原子力発電所の安全な廃止措置等に向けた研究開発を着実に進める。また、被災者の迅速な救済に向けた原子力損
害賠償の円滑化等の取組を実施する。

概要

原子力分野の研究開発・人材育成に

関する取組

高速増殖原型炉
「もんじゅ」

高温工学試験研究炉
(HTTR)

＜参考：復興特別会計＞

○東京電力(株)福島第一原子力発電所事故からの環境回復
に関する研究 2,508百万円（ 2,832百万円）

○原子力損害賠償の円滑化 3,752百万円（ 4,047百万円)

廃炉国際共同研究センター(CLADS)
「国際共同研究棟」

○原子力の基礎基盤研究とそれを支える人材育成

4,765百万円（ 4,763百万円）

○「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の
加速プラン」の実現 4,460百万円（ 4,426百万円）

○原子力の安全性向上に向けた研究 1,946百万円（ 1,946百万円）

○核燃料サイクル及び高レベル放射性廃棄物処理処分の研究開発

45,181百万円（ 41,048百万円）

○原子力施設に関する新規制基準への対応等、施設の安全確保対策

12,732百万円（ 10,739百万円）

JRR-3
Ja p a n  Re se a rch

R e a c to r  N o . 3

独立行政法人  日本原子力研究開発機構

原子力科学研究所　 研究炉加速器管理部
TEL 029-282-5588　 FAX 029-282-5258

JRR-3 の装置

約50m
目　 的

型　 式

ビーム実験、燃料材料照射、
RI製造、放射化分析など

低濃縮ウラ ン軽水減速冷却
プール型

最大熱出力 2 0 MW

最大熱中性子束 約3 ×1 0 1 8ｍ－２ｓ －１

JRR-3 の諸元

JRR-3 の利用設備

冷中性子源装置（ CNS: Co ld  Neu tron  Sou rce）

燃料要素の仕様

チェ レンコ フ光で青白く 輝く 炉心
（ 中央部）と 重水タンク

　 JRR-3 は、昭和3 7 年に、わが国初の国産研究炉と して臨界に達し た後、原子力の

黎明期を支える 多く の研究に広く 活用さ れてきまし た。その後、性能向上を目指し

た改造を行い、平成2 年、出力2 0 M W の高性能汎用研究炉と して利用運転を再開し

まし た。

　 JRR-3 に設置さ れた利用設備を用いて、種々の中性子ビーム実験、原子力燃料・

材料の照射試験、ラ ジオアイ ソト ープやシリコ ン半導体の製造などを行っています。

また、冷中性子（ エネルギーの低い中性子）が利用できること から 、高分子の構造解

析による生命現象の解明などにも 役立てら れています。

　 炉心は、2 6 体の標準型燃料要

素、6 体の燃料要素付き制御棒、ベ

リ リ ウム材を 使用し た反射体、垂

直実験孔から 構成さ れています。

燃料板数

約2 0 wt％約2 0 wt％U-2 3 5 の濃縮度

被覆材

燃料芯材

アルミ ニウム合金

標準型燃料要素

2 1 枚／体 1 7 枚／体

フ ォ ロワ型（ 制御
棒付）燃料要素

ウラ ンシリコ ンアルミ ニウム
分散型合金（ Ｕ３Ｓｉ ２－Ａｌ ）標準型燃料要素

制御棒付きフォ ロワ型燃料要素

垂直実験孔

ベリリウム反射体

JRR-3  建家鳥瞰図
設置ビ ームポート 利 用 設 備 名

1 G HRPD 高分解能粉末中性子回折装置

1 G-A

1 G-B

BIX-3 生体高分子用中性子単結晶回折装置 -3

BIX-4 生体高分子用中性子単結晶回折装置 -4

2 G TAS-1 三軸型中性子分光器

3 G PNO 精密中性子光学装置

4 G GPTAS 汎用三軸型中性子分光器（ 東京大学物性研究所）

5 G PONTA 偏極中性子散乱装置（ 東京大学物性研究所）

6 G TOPAN 東北大学中性子散乱分光器（ 東北大学）

7 R TNRF 熱中性子ラ ジオグラ フ ィ 装置

T1 -1 HQR 中性子偏極回折装置（ 東京大学物性研究所）

T1 -2 AKANE 金研三軸型中性子分光器（ 東北大学）

T1 -3 HERM ES 金研高能率中性子粉末回折装置（ 東北大学）

T1 -4 -1 PGA 即発ガンマ線分析装置

T1 -4 -6 M USASI 多目的単色熱中性子実験ポート （ 高角）

T2 -1 RESA-1 中性子応力測定装置 -1

T2 -2 FONDER 中性子 4 軸回折装置（ 東京大学物性研究所）

T2 -3 -1 M USASI 多目的単色熱中性子実験ポート （ 低角）

T2 -3 -2 RESA-2 中性子応力測定装置 -2

T2 -4 TAS-2 高分解能三軸型中性子分光器

C1 -1 HER 高エネルギー分解能三軸型中性子分光器（ 東京大学物性研究所）

C1 -2 SANS-U 二次元位置測定小角散乱装置（ 東京大学物性研究所）

C1 -3 ULS 超高分解能後方散乱装置（ 東京大学物性研究所）

C2 -1 LTAS 冷中性子三軸型分光器

C2 -2 SUIREN 偏極中性子反射率計

C2 -3 -1 NSE 中性子スピンエコ ー分光器（ 東京大学物性研究所）

C2 -3 -2 -1 M PGA 多重即発ガンマ線分析装置

C2 -3 -3 -1 CNRF 冷中性子ラ ジオグラ フ ィ 装置

C2 -3 -3 -2 CHOP パルス中性子機器開発装置

C3 -1 -1 AGNES 高分解能パルス冷中性子分光器（ 東京大学物性研究所）

C3 -1 -2 -1 NOP 中性子光学システム評価装置

C3 -1 -2 -2 M INE 多層膜中性子干渉計 /反射率計（ 京都大学）

C3 -2 SANS-J- Ⅱ 集光型偏極中性子超小角散乱装置

利用設備名 設 置 場 所 利 用 例

VT-1

RG-1  ～4

BR-1  ～４

HR-1 ,  2

PN-1 ,  2

PN-3

SH-1

DR-1

SI-1

垂直照射設備

垂直照射設備

垂直照射設備

水力照射設備

気送照射設備

放射化分析用照射設備

垂直照射設備

回転照射設備

均一照射設備

炉心領域

炉心領域

炉心領域

重水タンク領域

重水タンク領域

重水タンク領域

重水タンク領域

重水タンク領域

重水タンク領域

照射試験、RI製造

照射試験、RI製造

照射試験、RI製造

RI製造、放射化分析

RI製造、放射化分析

放射化分析

照射試験、RI製造

材料照射

シリコ ン半導体の製造

　 熱中性子を約マイナス2 5 0 ℃の液体水素中に通過さ せ、

冷中性子（ エネルギーの低い中性子）にするための装置で

す。冷中性子は熱中性子に比べて波長が長いため、大きな分

子の観察に有利になり ます。

炉室内全景 ビームホール内中性子ビーム実験装置

放射化分析室での実験風景

JRR-3 照射設備用キャプセル

原 子 炉

原子炉建家
実験利用棟

垂直照射設備

炉心

重水タ ンク
水平実験孔

制御棒
制御棒駆動機構

真 空 容 器

液 体 水 素

減速材容器

冷 中 性 子

熱 中 性 子

重水タ ンク 中性子導管

ビーム実験装置

建家外観 JRR-3

固有の安全性を有し、水素製造を含めた多様な
産業利用が見込まれる高温ガス炉に係る国際協
力を含めた研究開発を推進するとともに、JRR-3
の運転再開に向けた取組と基礎基盤研究を着実
に実施する。また、大学や産業界との連携を通じ
た原子力施設の供用促進や次代の原子力を担う
人材の育成を着実に推進する。

東京電力（株）福島第一原子力発電所の安全か
つ確実な廃止措置に資するため、日本原子力研
究開発機構廃炉国際共同研究センターを中核と
し、廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研
究機関等との研究開発・人材育成の取組を推進
する。

軽水炉を含めた原子力施設の安全性向上に必須な、シビアアクシデント回避のため
の安全評価用のデータの取得や安全評価手法の整備等を着実に実施する。

「もんじゅ」については、2018年3月に原子力規制
委員会が認可した廃止措置計画等に基づき、安全、
着実かつ計画的に廃止措置を実施する。

「ふげん」については、使用済燃料の搬出に向けた
準備や施設の解体等の廃止措置を、安全、着実か
つ計画的に実施する。

また、エネルギー基本計画や未来投資戦略2018等
に従い、高レベル放射性廃棄物の大幅な減容や有
害度の低減に資する研究開発等を推進する。

日本原子力研究開発機構において、原子力規制委員会からの指示等を踏
まえ、新規制基準への対応を行うとともに、原子力施設の老朽化対策等着実
な安全確保対策を行う。

2019年度予算額(案) 147,713百万円
うちエネルギー対策特別会計予算額(案)     108,745百万円
（前年度予算額 147,813百万円）

※復興特別会計に別途6,260百万円（6,879百万円）計上
※運営費交付金中の推計額含む

2018年度第２次補正予算額(案) 3,011百万円

※
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